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戦後７０年：「間違った戦争」４７％…本社世論調査
毎日新聞　2015年08月13日　20時50分（最終更新　08月13日　21時32分）
　毎日新聞は戦後７０年の終戦記念日を迎えるにあたって全国世論調査を実施し、有権者の歴史観などを探った。日本が米国や中国などと戦った先の大戦を「間違った戦争だった」という回答は４７％で、「やむを得ない戦争だった」「わからない」はそれぞれ２４％だった。この戦争について、近隣諸国への日本の謝罪は「十分だ」は４４％で、「不十分だ」（３１％）と「そもそも必要ない」（１３％）を上回った。
　◇日本謝罪「十分」４４％
　戦後６０年の２００５年８月に実施した調査では、「間違った戦争」４３％▽「やむを得ない戦争」２９％▽「わからない」２６％−−だった。先の大戦の認識に関しては、この１０年間で大きな変化はないといえる。
　今回、「間違った戦争」と答えた人に理由を尋ねたところ、「侵略戦争だったから」５６％▽「日本が敗れたから」３％▽「その両方」３４％−−となった。安倍内閣の支持層では「間違った戦争」（３４％）と「やむを得ない戦争」（３５％）が拮抗（きっこう）し、「わからない」は２６％だった。不支持層では「間違った戦争」が６１％に上り、「やむを得ない戦争」「わからない」はともに１８％にとどまった。
　自民支持層では「間違った戦争」（３６％）と「やむを得ない戦争」（３５％）がほぼ並んだ。民主支持層では「間違った戦争」が６割を超えた。年代別では、５０代以上で「間違った戦争」が５割台だったのに対し、２０〜４０代では「間違った戦争」の割合が全体（４７％）より低く、逆に「やむを得ない戦争」が全体（２４％）よりやや高くなった。
　近隣諸国への謝罪に関しては、内閣支持層では「十分だ」が５９％で、「不十分だ」の２０％を大きく上回った。不支持層では「十分だ」「不十分だ」がともに３９％だった。単純に比較はできないが、０６年６月の調査で「第二次世界大戦をめぐる日本政府の謝罪、反省は十分だったと思うか」と質問した際には、「不十分だった」（４２％）が「十分だった」（３６％）より多く、「謝罪、反省の必要はない」が１１％だった。今回の調査は今月８、９両日に実施した。【今村茜】
　◇調査の方法◇
　８月８、９日の２日間、コンピューターで無作為に数字を組み合わせて作った電話番号に、調査員が電話をかけるＲＤＳ法で調査した。福島第１原発事故で帰還困難区域などに指定されている市町村の電話番号は除いた。有権者のいる１６２７世帯から、１０１５人の回答を得た。回答率は６２％。
７０年談話、今夕に閣議決定＝平和国家の歩み強調
安倍晋三首相は１４日午後、首相官邸で記者会見し、戦後７０年談話を公表、談話作成の狙いなどを自ら説明する。これに先立ち、同日夕に臨時閣議を開き、談話を決定。戦後７０年の節目に当たり、首相は談話を通じて、わが国の平和国家としての歩みや、今後も国際社会の繁栄に寄与していく姿勢を国内外に発信したい考えだ。
　首相は戦後５０年の村山富市首相談話や同６０年の小泉純一郎首相談話を全体として踏襲する立場。両首相談話に盛り込まれ、安倍首相の歴史認識に関連して焦点となっている「植民地支配と侵略」「おわび」などのキーワードは、７０年談話にも継承される見通しだ。
　首相は村山、小泉両談話の「痛切な反省」を踏まえ、「反省」を明記することを既に明言。「侵略」や「おわび」にも触れる方向だ。
　一方、首相は過去の首相談話になかった、戦後の日本を受け入れた国際社会への「感謝」を盛り込む考え。海外への発信強化のため、英訳を同時に公表するほか、中国語・韓国語訳も後日公表する見込みだ。　（時事2015/08/14-06:36）2015/08/14-06:36

安倍首相「戦後の歩みに誇り」　７０年談話で
　安倍晋三首相は１２日、山口市での会合で講演し、日本の戦後７０年の歩みについて「先の大戦に対する深い反省の下、ひたすら平和国家として地域やアジアの繁栄のために力を尽くしてきた。誇りに思う」と述べた。さらに「今後も勝ち得た信頼を基に地域や世界に貢献していく」と訴えた。
　１４日に発表する戦後７０年談話を閣議決定する方針を重ねて示した上で「先の大戦に対する反省と戦後の歩み、これから日本がどういう国になっていくのかを世界に向けて発信する」と語った。
　講演は冒頭の約１０分のみ報道陣に公開された。2015/08/12 19:58   【共同通信】
７０年談話、１４日に公表＝「侵略」「おわび」に言及
安倍晋三首相は１４日、戦後７０年談話を公表する。談話は、戦後５０年の村山富市首相談話にある「侵略」や「おわび」などの文言を記述する見通し。首相は戦後から今日まで日本が果たしてきた平和国家の歩みなども盛り込み、未来志向の内容としたい考えだ。談話は同日の臨時閣議で決定。その後、首相自ら記者会見し、全文を読み上げるとともに、「安倍談話」の狙いなどを説明する。
　臨時閣議は１４日午後５時から首相官邸で開かれる。過去の談話との整合性を求めていた公明党に対し、一定の配慮を示しており、太田昭宏国土交通相も署名する見通しだ。
　首相は談話作成に当たり、歴代内閣の歴史認識を「全体として継承する」としており、７０年談話の原案では、村山談話のキーワードである「植民地支配と侵略」、アジア諸国への「反省」と「おわび」に言及している。日本が引き続き、平和国家として、国際社会の繁栄に貢献していく決意も打ち出す方針だ。
　戦後５０年の村山談話、戦後６０年の小泉純一郎首相談話は、ともに終戦記念日である８月１５日に閣議決定されているが、今回は前日の１４日に行う。談話は既に政治問題化しており、海外の反響も予想されるため、天皇陛下が全国戦没者追悼式でお言葉を述べられる１５日を平穏な中で迎えられるよう配慮したとみられる。　
　政府は、海外に向けた情報発信を強化するため、７０年談話の英訳版も作成。中国語訳や韓国語訳の作成も検討している。（時事2015/08/13-20:22）2015/08/13-20:22

安倍７０年談話１４日閣議決定　中韓へ影響必至、おわび焦点
　政府は１４日夕の臨時閣議で、戦後７０年の安倍首相談話を決定する。首相はその後、官邸で記者会見し、談話を発表する。先の大戦への反省と戦後の平和国家としての歩み、国際貢献への決意を談話の柱とする方針。中国や韓国は談話に示される首相の歴史認識を注視しており、今後の首脳外交に影響するのは必至。戦後５０年の村山首相談話が明記した大戦をめぐる「おわびの気持ち」や「侵略」をどう記述するかが焦点だ。
　臨時閣議は午後５時、首相会見は午後６時の予定。首相は会見で自ら談話を読み上げる見通しだ。英訳文も同時に公表される。中国語と韓国語の訳文も後日、公表する方向で検討する。
2015/08/13 20:50   【共同通信】
戦後７０年談話 きょう閣議決定 首相が発表へ
NHK　8月14日 5時07分
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政府は１４日、臨時閣議を開き、戦後７０年にあたっての総理大臣談話を決定し、安倍総理大臣が発表することにしています。安倍総理大臣は、いわゆる「村山談話」に使われた「侵略」や「お詫び」などの文言を用いながら、歴代政権の基本的立場を継承し、平和国家として国際貢献を積極的に行っていく方針を打ち出すものとみられます。
政府は１５日の「終戦の日」を前に、１４日午後５時から臨時閣議を開き、戦後７０年にあたっての総理大臣談話を決定し、その後、安倍総理大臣みずからが記者会見して発表することにしています。
これに関連して安倍総理大臣は１２日、山口市で、「日本の歩んできた道、そして先の大戦に対する反省と戦後の歩み、これから日本がどういう国になっていくかということを世界に向けて発信していくものにしたい」と述べました。
　談話の発表に先だって、安倍総理大臣は先週から政府与党の幹部などに対し、原案を示したうえで考え方を説明しており、この原案には戦後日本の歩みや歴代政権の取り組みに触れるくだりで、いわゆる「村山談話」などでキーワードに位置づけられた「痛切な反省」、「植民地支配」に加え、焦点となってきた「侵略」、「お詫び」の４つの文言が明記されていました。
　これについて、政権幹部からは大きな異論は出されなかったということで、安倍総理大臣は１４日発表する談話では、こうした文言を用いながら、歴代政権の基本的立場を継承し、積極的平和主義の下、平和国家として国際貢献を積極的に行っていく方針を打ち出すものとみられます。
　安倍総理大臣が１４日、談話を発表する背景には戦後７０年となる「終戦の日」の１５日は全国戦没者追悼式が開かれ、天皇陛下がおことばを述べられることから、「静かな気持ちでその日を迎えたい」という意向があるものとみられます。
　政府は安倍総理大臣が談話を発表したあと、諸外国に真意が正確に伝わるよう速やかに英訳を発表するほか、中国語や韓国語の翻訳も公表することにしています。 

首相、総裁選出馬を事実上表明　「１８年まで頑張る」
　安倍晋三首相は１２日、山口市で講演し、９月に予定される自民党総裁選に立候補する意向を事実上表明した。２０１８年が明治維新から１５０年となるのを念頭に「何とか頑張って１８年まで行けば（いい）。山口県出身の首相として恥ずかしくない実績を残したいと静かに決意している」と述べた。次期総裁の任期は１８年９月までの見通しだ。
　首相の自民党総裁としての任期は９月３０日に切れる。党執行部は当初、総裁任期満了に伴う総裁選を「９月８日告示―２０日投開票」の日程で調整していたが、参院で審議中の安全保障関連法案が告示までに成立しない可能性があるため、繰り下げを検討している。
2015/08/12 22:50   【共同通信】
首相 再選に意欲 複数派閥が支持へ
NHK　8月13日 6時23分
来月の自民党総裁選挙を巡って、安倍総理大臣が１２日、みずからの再選に意欲を示したのに対し、今のところ、ほかに総裁選挙への立候補を目指す具体的な動きは見られず、党内の複数の派閥などが安倍総理大臣の再選を支持する方針です。
自民党は、安倍総理大臣の総裁としての３年間の任期が来月３０日に満了することに伴って、来月行う総裁選挙の具体的な日程の調整を進めています。
　こうしたなか、安倍総理大臣は１２日、山口市で、みずからが２０１８年まで総理大臣を務めれば、明治元年から５０年ごとの節目の年の総理大臣はすべて山口県出身者になるとしたうえで、「山口県出身の総理大臣として、恥ずかしくない実績を残していきたいと決意している」と述べ、来月の自民党総裁選挙での再選に意欲を示しました。
　党内では今のところ、ほかに総裁選挙への立候補を目指す具体的な動きは見られず、安倍総理大臣の出身派閥である細田派に加えて、二階派が安倍総理大臣の再選を支持する方針です。また、額賀派の会長を務める額賀元財務大臣も、安倍総理大臣が無投票で再選されるのが望ましいという考えを示しています。
　自民党内には、「安倍総理大臣に対抗して、立候補に必要な国会議員２０人の推薦人を集めるのは難しい」という指摘もあります。このため、党内の各派閥の幹部らを中心に、安倍総理大臣が無投票で再選されるのではないかという見方が出ています。 

恒久平和へ誓い新た＝菅官房長官談話
政府は１４日、終戦記念日の１５日に政府主催の全国戦没者追悼式を開催するに当たり、「先の大戦で祖国を思い、戦禍に倒れた戦没者の尊い犠牲があったことに思いを致し、全国民が深く追悼の誠をささげるとともに、恒久平和の確立への誓いを新たにしようとするものだ」とする菅義偉官房長官談話を発表した。
　談話は、「国民一人ひとりが、戦没者をしのび、心から黙とうをささげられるよう切望する」としている。　（時事2015/08/14-05:38）
近隣諸国は安倍首相に不信感＝河野元議長
　河野洋平元衆院議長は１３日、ＢＳフジの番組に出演し、安倍晋三首相が６日に広島市で開催された平和記念式典で「非核三原則」に言及しなかったことに関し、「安倍さんが言わないと『変えるんじゃないか』という疑いが出る。国民や近隣諸国から信用されていないからだ」と批判した。　
　自民党の稲田朋美政調会長が極東国際軍事裁判（東京裁判）を検証する新組織の設置を検討していることについては、「自民党は（歴史）修正主義と思われても仕方がない。非常にまずい」と懸念を示した。（2015/08/13-22:39）
河野元議長「おわび」明確に　戦後７０年談話で
　河野洋平元衆院議長は１３日夜のＢＳフジ番組で、安倍晋三首相が１４日に発表する戦後７０年談話に関し、歴代首相談話と同様に「心からのおわび」を明確に盛り込むべきだとの考えを強調した。「首相が『おわびを言わなくても分かるだろう』と言っても、言わなければ分からないという人もたくさんいる」と述べた。
　戦後７０年を記念し、靖国神社とは別の新国立追悼施設の建設事業を始めるべきだとも訴えた。
　自民党の稲田朋美政調会長が、東京裁判検証組織設置の方針を示していることに関し「自民党という政権政党は歴史修正主義の種を持っていると思われても仕方ない。非常にまずい」と批判した。
2015/08/13 23:05   【共同通信】
産経新聞　2015.8.14 01:02更新 

【戦後７０年談話】　「心からのおわび」明確に　河野元衆院議長、ＢＳフジ番組で発言

河野洋平元衆院議長（栗橋隆悦撮影）
　河野洋平元衆院議長は１３日夜のＢＳフジ番組で、安倍晋三首相が１４日に発表する戦後７０年談話に関し、歴代首相談話と同様に「心からのおわび」を明確に盛り込むべきだとの考えを強調した。「首相が『おわびを言わなくても分かるだろう』と言っても、言わなければ分からないという人もたくさんいる」と述べた。
　戦後７０年を記念し、靖国神社とは別の新国立追悼施設の建設事業を始めるべきだとも訴えた。
　自民党の稲田朋美政調会長が、戦争指導者を裁いた東京裁判を検証する組織を設置する方針を示していることに関し「自民党という政権政党は歴史修正主義の種を持っていると思われても仕方ない。非常にまずい」と厳しく批判した。
産経新聞　2015.8.14 08:43更新 

【河野元衆院議長発言】
（１）「安倍首相はおわびを言うべきだ」
　河野洋平元衆院議長は１３日夜のＢＳフジ番組で、安倍晋三首相が１４日に発表する戦後７０年談話に関し、「首相が『おわびを言わなくても分かるだろう』と言っても、言わなければ分からないという人もたくさんいる」と述べ、歴代首相談話と同様に「心からのおわび」を明確に盛り込むべきだとの考えを強調した。また、自民党の稲田朋美政調会長が、戦争指導者を裁いた東京裁判を検証する組織を設置する方針を示していることに関し「自民党は（歴史）修正主義といわれる」と批判した。主なやりとりは次の通り。
　－－村山談話のときは「国策を誤り」という表現があり、「植民地支配と侵略」という言葉が入り、「痛切な反省」、「心からのおわび」ということが盛り込まれた。小泉談話からは、「国策を誤り」という言葉はなくなった。けれども、ほかの３つの言葉は継承された。メディアが憶測しているところでは「植民地支配と侵略」、「痛切な反省」というのは入るのではなかろうかと。「心からのおわび」というのも、ここもちょっとよく分からないという雰囲気の報道が飛び交っている。こういう言葉が入っているかどうかで、談話を評価すること自体いかがかと
　河野氏「明日発表されるから、前の晩に予想してもしようがないことだと思う。ただ、私は、私の基本的な気持ちからいえば、７０年に談話はいらないだろうと思う。５０年に談話を出し、小泉談話というのも、行きがかり上、小泉さんとしては身の証を立てたいという気持ちもあって、出されたということで、それ自体、そう大きな意味が、村山談話に比べると、そう大きな意味があったと思わない。７０年も、１０年刻みでそんな談話を出していって、それほど大きな意味があるだろうかというと、私はそう大きな意味があるとは思わない。基本的に談話は必要ないという立場だ。
　ただ、そうは言っても、どうしてもお出しになるというならば、いくつか考えてほしいことがある。つまり７０年という長い歴史。戦後７０年にもなったんだよと。
　７０年にもなったんだからというならば、７０年たっても解決しない問題がいくつもある。それは何も対外的な問題だけじゃなくて、国内的にも基地の問題、とりわけ沖縄基地の問題は７０年たっても、まったく沖縄の人たちは納得していない。あれでいいのだろうかという気持ち。沖縄の方々の気持ちを聞いてみても、「まったく納得できない」と言っているし、客観的にみても、もし基地があそこに新たにつくられれば、おそらく１０年、２０年、あるいは３０年いくかもしれない。ということになると、１００年、基地が存在することになる。１００年間も外国の基地をずっと目の前に見ながら、沖縄の歴史を考えてみても、そこに過ごす人たちの納得がいっていない。７０年たっても、納得がいかない状況を、７０年でもし何か言うならば、７０年でこうだと言うなら１つの意味がある。
　もう１つは、たとえば核問題だ。原子爆弾、被爆の問題。この核問題も７０年たっても、いまだに広島の人や長崎の人は、本当に（腑に）落ちていない。やっぱり、モヤモヤがある。
　それはだって、依然として、あそこに原子爆弾を投下したのは良かったか、悪かったかという議論はアメリカではまだ決着がつかない。それは、アメリカはむしろ、『あれで戦争が終わったんだから』という意見が多い。
　一方では、国際社会は、こうした非人道的な武器を使ったことは許さないという議論がある。許さないという議論と同時に、過去に向かって許さないというんだけど、もうひとつ前に向かえば、非合法の武器だと決めるべきじゃないかという議論もある。
　一方、日本は唯一の被爆国だから、核兵器については唯一の被爆国としてイニシアチブを取って、いろんなことをやっていこうと。繰り返し言うけれど、どれだけをそれをやってきたのか。いま、それに対してどういう姿勢を取っているのか。一番簡単に言えば、核の傘にある日本の存在をどうするのかということについても、いまただちに核の傘から出て、裸になって、核兵器国が周辺にあるから、裸でいいよというんじゃ、政治として無責任だろうと。そう簡単に『核の傘から俺は出るよ』というわけにはいかない。私もそう思う。
　だけれども、じゃあずっと核の傘の中に座っていて、一方で核廃絶、核軍縮、核廃絶と言い続けているこの姿勢が、何かやたらに二面性というか」
　－－どっちかに寄れという意味で言っているのか
　河野氏「それはどっかで議論を整理しなきゃだめだろうと思う。核廃絶とか、核軍縮とか言わないなら言わないで、そういう腹で、被爆された方々に説明し、説得するやり方もあるかもしれないけれど、私はそうはいかないと思う。
　核の問題については、日本はどういう姿勢でこれからいくのか。
　これは（戦後７０年の首相談話に関する有識者会議『２１世紀構想懇談会』「の）報告書の中にもちょっと出てくる。出てくるけれども、それを安倍さんはどうなさるのか。
　現に広島で非核三原則を言わなかったじゃないかというだけで、あれだけ批判というか、疑問というか、懸念が示されているじゃないか。そういうことを考えると、安倍政権が核軍縮についておっしゃるほど積極的に何かやったか、あるいは何かやってくれるかという期待がないと思う。私はここで安倍さんに考えてほしいことは、非核三原則を広島で言わなかった。あれね、言わなくても納得する場合だってある。それは日頃から非核三原則を守って、これでいくんだと言い続けている人なら、あそこで言わなくたっていい。ちっとも疑いはない。
　だけど安倍さんが言わなかったばかりに、『あれ？　ひょっとして変えるんじゃないの』という疑いが出てくる。これが、つまり国民と、近隣諸国、あるいは国際社会との信頼関係。信頼されているか、されていないかだ。
　もう本当に平たく言えば、信用されていないから、言わないとああいう風に言われちゃう。
　だから『大変だ。長崎ではきちんと言うよ。これで言えばいいんだろ』と。『ああ、そうすんなら、言ったらいいよ』ということになる。
　これは、今度の談話でも、心からのおわびと言うかどうか言わないかが注目されているけれども、これは、『言わなくたって分かっているだろ』と安倍さんがいくら言っても、『言わなきゃわかんねえよ』という人はたくさんいる。
　だから、それじゃやっぱり言わないと本当じゃないんだなということになってしまうかもしれない。そこは政治家としての信頼の問題じゃないかと私は思う」
（２）「７０年節目に、国立追悼施設をつくれ」
　－－あまりにも７０年談話の言及にこだわっていて、議論が偏っていると見ているのか
　河野氏「私は、この談話が、対外的な、外国に対する発信というだけで見ている（と考える）。特に中国、韓国、アメリカも若干そうだが、そこがどう受け止めるかということに、関心が行き過ぎていて、国民はまったく置き去りにされているんじゃないか。
　やっぱり政治の流れとして、やっぱり秘密保護法から始まって、今の安保法制に来ている。政治のひとつの流れの中で、この談話の話になると、やっぱりそういう（国民が置き去りになっているという）ことを感じざるを得ない」
　－－河野さんは日本記者クラブで村山（富市元首相）さんと会見されたとき、今は言葉よりも行動を取るべきときだと発言した。日本が取るべき行動とは具体的に何か
　河野氏「とにかく今、政治家の言葉が軽くて、いろいろ言うけど、それが後で具体化されたかというところまで、メディアもちゃんとフォロー（検証）していない部分もある。
　今度の談話だって、談話を出すけれども、その談話にじゃあどういう実態が担保されるか。談話でこう言ったから、必ずこうなるよという担保はどこにもない。
　もし談話を出すなら、その談話が担保されるような法律を作るとか、あるいはむしろ具体的な作業に取りかかるということが大事じゃないかと思っている。
　繰り返しになるが、７０年に談話を出すことよりも、７０年を記念して、記念事業を何か始める。たとえば、これは随分前から議論があるが、国立の追悼施設をつくる」
　－－靖国神社に代わるものか
　河野氏「靖国に代わると言っちゃいけないと思うけども、靖国は靖国でそのまま当然、宗教法人として存在して、『あそこに私の父親は眠っています』『私の息子は寝てます』という人は靖国にお参りされることは当然のことだと思う。
　ただし、あれはあくまで宗教法人。私は国立で、誰も何のわだかまりもなく、参拝できる国立の施設をつくるべきだという議論がずっとある。
　だけどそれはまったく具体化されずに、そういう議論があっては引き出しに入り、また議論になるということになっているけれども、それをこの際、７０年という節目の年を記念して、そういう国立の追悼施設をつくろうと決めて作業を始められたらいい。それができあがったときには、これは７０年を記念してつくったんだよという追悼施設ができるということであれば、相当意味のあることじゃないかと思う。
　最近の報道でも、たとえば自衛隊の人が、今度の安保法制がどうなるかわからないけども、この安保法制によってリスクが増えるとか、増えないとかいう議論がある。人によっては『血でも流さなきゃ国際社会の中で一人前扱いされないんじゃないか』というような話も、とんでもないが、そういう話もある。
　しかし、そこでもし、考えたくないけれども、もしものことであれば、そこで亡くなられる方が出るとすれば、その亡くなられた方はどこに、それはつまり、国の意思として出かけて、『行け』といって行かされて、不慮の死という現実にぶつかったら、国はどこにまつるのか。まつるところはない。これは靖国神社にまつりたいといって、打診した人がいるそうだが」
　－－カンボジアの国連平和維持活動（ＰＫＯ）で亡くなった民間の警察官とか、イラクで亡くなられた外務省の職員のことか
　河野氏「そういう人は一切、靖国神社は受け付けませんと。靖国神社は『戦争で死んだ人でなければ受け付けない』と言う。
　そうすると行くところがない。そうなるとどこにいくかといったら、いま考えられているのは、防衛庁の施設の中にあるメモリアル何とかというのがある。
　あそこにまつられる。あそこは自衛隊の人が訓練中に亡くなったとか、事故で亡くなられた方はあそこにまつられている。そこにまつる以外にないだろうということだ。そこにまつっても、一般の人はなかなか入れない。だけど、今のままだったらそうなる。
　そんなことは考えたくない。だから私は（安全保障関連）法案には賛成できないが、やっぱり、国立でそういう（追悼）施設をつくって、外国から元首が来られたらおまいりをなさる。日本が外国に行くときは、外国の施設に行くんだから。相互におまいりをするというのが、私は必要なんじゃないかと思う」
　－－先の大戦の特攻隊の生き残りの方が、番組で「僕は年だからもうじき死ぬけれども、死ぬことは全然こわくない」と。「靖国の鳥居で先に逝った仲間が待っている。僕が『遅れてごめん』と行けることが意味があると思っている」と話された。靖国神社はそういう思いの方々が集う場所だ。それに対する尊崇の念は
　河野氏「国のために亡くなられた方をおまいりするのは当然のことだ。ただし、残念ながら『靖国には私は行きません。宗教上の問題があるから、私は靖国には行けません』というわだかまりを持つ方がおられることも事実。
　やっぱり、誰もわだかまりなくお参りできる施設を国立でつくったらどうか。国もいろいろ言うし、もちろん補助もするけれども、しかしあれは何と言ったって、宗教法人だ。靖国神社は。憲法上も権力があれこれ介入してやるというのは、できない。
　しかも靖国神社には『Ａ級戦犯』が合祀されている。その合祀は靖国神社の意思で、分祀はしないということがはっきりしている。それを何とか分祀してもらって、あそこにみんなで行こうよというけれども、そんなことはできる話じゃない。それを無理に権力の側が、政治の側が『分祀をしてほしい』と言えば、明らかに憲法上の違反にもなる。そんなことはすべきじゃない。
　そうではなくて、国は国の責任で、きちんと誰もわだかまりなくお参りできる施設を国立でつくれと。こんな大事なことを国立でつくっていないことのほうが本来おかしい。国立でつくる必要があるのではないか。
　８月１５日は武道館にみんなで集まる。遺族会もみんな集まり、三権の長もみんな、天皇、皇后両陛下もおまいりをなさる。そういう戦没者慰霊式がある。それは８月１５日の１日限り。あのときだけは、あそこに白木の柱を持っていって、そこに「戦没者慰霊」と書いてみんなでお参りする。１５日が終わったら、白木の柱はどこかに持っていっちゃって、お参りするところはなくなる。
　そうじゃなくて、みんながお参りできる恒久的な施設というか、立派な国立の施設をつくったらどうかと言う。しかしこれは私がたとえて言えば７０年の記念行事のひとつとして、考えられたらどうかということを申し上げている。
　ほかにも、７０年の記念事業といえば、たとえばアジアの国々が一緒になって、全アジア的な問題解決のために、何か仕事をしてみる。それは青年が集まるのでもいいし、あるいは国がお金を出し合うのでもいい。
　かつて日本とアメリカは日米でコモンアジェンダという仕事をして、ポリオの撲滅とか、地球的規模の問題解決にあたったことがある。『アジア版コモンアジェンダ』をやる。これも７０年を記念してスタートさせるということが、７０年という年を心に残る年にしようとするなら、そういうことができるんじゃないか。
　それは一片の談話よりもはるかに具体性がある。もし国立の慰霊施設ができて、そこに総理もおまいりをされる。願わくば、両陛下にもおまいりしていただくということになれば、私は毎年８月１５日に靖国に行ったか、行かないかということを言う韓国、中国と日本の関係はもう、そこでなくなる。それだけでも一歩前進ではないだろうかという気がしている。
　重ねて申し上げるが、靖国におまいりなさる方、あるいは靖国に祭られているんだという方は、靖国にいらっしゃることは何の妨げもないし、従来通りおやりになるということで、ちっとも何の支障もないと思う」
（３）「慰安婦の強制連行はあった」
　－－中国は今、どういう視線で日本を見ていると思うか
　河野氏「２つ申し上げたい。一つは、中国をよく見ている人の話でもそうだが、中国は日本に対していろいろメッセージを出している。私も、経済団体の会長をしているから、経済団体の５０人ぐらいの人と北京に行ったときに、李克強首相と会談をした。それまで、全く出てこなかった人でびっくりしたが、破格の待遇だという感じがした。
　その後、その後、自民党の（二階俊博）総務会長が大勢連れて行って、そのときは習近平（国家主席）さんが出てきて、スピーチまでやった。その次に谷内（正太郎国家安全保障局長）さんが北京に行ったときも破格の待遇といわれた。
　この３つの出来事は、中国側が日本に対してメッセージを出している。中国側が日本に非常に関心を持っているし、日中関係を進めようと思っているというメッセージだというふうに理解している。
　それに対して、日本側はどう答えたか。この春からきょうまで、日本側が中国側にどういう返信をしたかというと、政治的にみると、文化的には文化交流、歌舞伎が行って、京劇と共演したり、とてもうまくやられたそうだが、経済も割と進んだ。中国から観光客がたくさん来て爆買なんて、大変な人的交流はできている。ところが、政治はどうかというと、まことに寒い。
　例えば国防白書、防衛白書では、自民党から中国は大変な脅威ということをもっと書けという指摘があって、書き加えられたとか。安保法制での議論が参院に移ってからは中国脅威論、中国を名指するようにでなっている。向こう側が日本に関心があることに比べ、打ち返しの返信としては、まことに厳しい返信をしている。この返信では、もうこれ以上進まない。唯一、それをひっくり返して、われわれの心配をひっくり返して進むとすれば安倍談話だ。
　安倍談話は、それを超える可能性があるという期待を持つ。はかない期待にならないことを望む。それ以外では、日本側が中国に対して、一緒にやろうねという呼びかけは政治的にはない。
　二階さんが一人でがんばられているが、それ以外にはない。それは非常にまずい状況だ。それは、いくら文化交流、経済交流があっても、政治はきちんと対応しないとこれ以上は進まない。
　そんな状況なのに、中国側はずいぶん我慢しているなという感じだ。これまでだったら日本側の一挙手一投足すぐ記者会見で日本はこういうこと言ってるけどおかしいという厳しいコメントがいつも中国側から出てきたが、ここのところ非常に抑制されたコメントだ。
　どうしてそんなに我慢しているのか。どうも中国の国内事情があって、経済状況が芳しくないというところに問題があるのではないか」
　－－慰安婦問題のメルクマールになったのは、河野談話だ
　河野氏「多少誤解があるかもしれないが、河野（官房長官）談話における慰安婦問題は、日本のいわゆる『従軍慰安婦』といわれた人たちの全体について調査をして、全体について書いている。
　韓国の問題にしぼって書いているかというとそうではない。宮沢（喜一元首相）さんが韓国に行って演説をされたときに言われたものだから、とりわけ朝鮮半島については特化して３行ほど書いたが、それ以外では全体の慰安婦問題を書いている」
　－－河野談話発表後の記者会見で、記者から強制連行はあったという認識でいいか、と質問された。それに対し河野氏は「そういう事実があったということで結構です」と答えた。公文書の記述など客観的な文書は見つかったのかという質問には「強制ということの中には、物理的な強制もあるし、精神的な強制もある。精神的な強制は官憲側の記録に残るというものではない」と答えた。いわゆる慰安婦の議論をするときに、強制性というのは集めるときに日本の軍、業者の誰かによって、強制的に集められたかどうかが問題だ
　河野氏「今申し上げたように談話それ自体は、資料や文章は、あるものだけを書いた。談話の中には強制という言葉は入っていない。しかし、実際は腕をつかんで引きずったり、胸ぐらを引きずっていったという強制連行というものもあった。どこにあったかというと、例えば、一番はっきりしていたのはオランダ人（の例だ）。オランダ人を慰安婦として連れて行き、慰安婦にしちゃったということは裁判をやって本人や証人が出てきて、判決が出て、明らかに強制連行されたという事実がはあった。
　こういう事実があるのに、強制連行はなかったとはいえない。もし、ありませんでしたといったら、オランダ政府はおかしいといって怒る。オランダの国民の中に強制的に連れて行かれて、慰安婦にされた女性が現にいる。裁判の状況見てもはっきりしている。インドネシアでもそういうことがある。強制連行がありませんでしたとはいえない。
　ただ、談話の中には韓国に特化した部分を考えると。そこには、文書がないから、総じて、本人の意思に反して連れて行かれたというふうにしか書いていない。
　しかし、あの時代、戦争中に軍が関与して、本人の意志に反して連れて行くということになれば、甘言によって連れて行かれたこともある。工場で働くなどの別の目的で連れて行かれて、行ってみたら、そこは慰安所だった。もう二度と出てこれない。そういうケースもあったかもしれないけど、総じて本人の意志に反して、本人が喜んで行ったというケースはほとんどない。中にはあったという人もいるかもしれない、お金がほしいから、そういう人もなくはないけれども、それでも私たちは慰安所に入れられた後は、結局、強制的に女性の人格を否定されるような労働に強制的につかされたという事実が残っているのは間違いない。
　だから、強制連行の部分に集中的におかしいという議論があるが、それは事実としてあった。現にそういう事例があるわけだから、全部が全部そうとは言わない」
　－－韓国では物証はなかった。オランダやインドネシアはあったと
　河野氏「しかし、韓国の場合ももう少しやってみなければわからないが。しかし、本当かどうかという議論はあるけれども、そういう本人でなければわからないような事情を説明している。嘘ではそこまで言えないだろう。
　私も本人の証言を読んでみたが、そんなこと本人でなければとても言えないだろうというようなことがある。信用するかしないかという問題はあるが。
　インドネシアとかオランダのケースでは、強制連行はなかったかといえば、あった。韓国ではそういうことが、仮に文章として（残って）ないとしても、本人の意志に反して集められた人が非常に強制的な状況の中で女性としての人格を否定されるような労働にずっと就かされた、拒否できないような状況に就かされたという事実は否定しようがない。疑うべきもない事実だ」
　－－広い強制性、あえて犯罪ということで、日本が謝罪なり、弁明しなければいけないという全体で考えるべき問題は、韓国で強制連行があったかという１点で話がゆがめられたという感覚があるのか
　河野氏「河野談話が韓国で認められて、それはそうだと認めていれば、国家の意思はそこではっきりしている。ただ、それ以外に私から言わせれば、横の議論があって、それについていいとか悪いとかいう議論が一人歩きする。この問題が起こってしばらくマスコミには出ないということでいた。
　なかにはあいつ、逃げ回っているんじゃないかといわれたこともあったが、そうではなくて、そういう議論が本筋の議論を曲げてしまう、そして本筋の議論が解決に向かっているのをあえて引っ張ってしまう、曲げてしまうことになってはいけないから、できるだけ、しゃべるべきではない、私は談話を出した以上は、談話を評価していただくのであって、それ以外は言うべきではないということで、非難があっても出なかった。
　ただ、最近になって、談話はいいよと、だけど終わった後のおまえの会見がいけないということもおっしゃるから、それは私は説明せざるを得ないということで出ている」
　－－河野談話のいいたいところを守ろうということはしないのか
　河野氏「政治はいろいろ流れがあって、私は河野談話を出して、会見をして、それでもう自民党は野党に転落してしまって、政権から下がって野党になった。次の政権が責任をもってこの問題に当たらなければいけない、ということだ」
　－－（その後の）韓国側の日本に対する姿勢には、徒労感を感じるか
　河野氏「韓国の国内にもいろんな議論がある。謝ってくれればいいという人もいれば、謝っただけでは済まないという状況もあって、向こう側も相当、国内事情で揺れている。それは、確かに揺れている。
　政治だから、国内の状況をまったく無視してというわけにいかない。しかし、国際的な約束なら、国内事情がどうであれ、国際的な約束として守るということにならなければならない。国際的な約束というほどの固いものがあるかどうかという問題もある。
　それと（戦後７０年の首相談話に関する有識者会議『２１世紀構想懇談会』の）報告書を読んでみたが、こっちも謝っているんだから、向こうもだって何か言わないといけないというのでは、向こうは怒る。向こうのことまで言うべきではないと思う。こっちはこういうんだから、お前の方もこういうべきだというんだけど、それはそういう性質のものではないと思う」
（４）「和解できないのは、日本の謝り方が違うから」
　－－村山富市元首相らとの記者会見での質問で、「なぜ現役にカムバックしないのか」というのがあったが
　河野氏「体力の問題もあるし、頭の回転も随分鈍くなった。今の若い政治家は、いろんなテクニカルな知識を持っている。あの知識を政治家としてちゃんとつくりあげる必要がある。それをやるのは、本当は本当は派閥だ。その派閥に政治家を教育する機能がなくなった。党としてそういう（若手を育成するような）ものを管理する能力がなくなった。
　最近驚いたのは、（稲田朋美政調会長が設置方針を示している）東京裁判を検証する会議をやるとことだ。これは明らかに修正主義といわれる。個人が個人的趣味でやるのはいいが、党の機関としてそういうものをやるとなれば、自民党という政権政党は修正主義のカラーを、種子を、種を持っていると思われても仕方がない。党として言っていいことと悪いこと（があり）、党の責任ある立場の人が言うのは非常にまずい。
　こんなことはどこかの段階で、それは個人的にやりなさい、党としてやるべきではないと注意する人がなければおかしい。
　それから、派閥の中で若い人が、随分と活発な議論をなさっているが、政治家としてそういう議論をすることの善しあしをもう少し考えなければダメだ、ということをもう少しいう必要がある。
　何かをばーっと言うが、その言葉の歴史的な意味、意義がある。そういうことも分かって言う必要があると注意するとか。憲法の大きな３つの柱、みんな反対だなんていうことを軽々しく言うのは、党として恥ずかしいことではないか。党として恥ずかしいということを言わないことがもっと恥ずかしい」
　－－慰安婦問題については
　河野氏「慰安婦について、事実が紛れもなくあったということがはっきりした以上はきっちり謝るべきだ。ほか（の国）でもあるということを言うのは、本当に恥ずかしいことだ。否定することはもっと恥ずかしいことだ。
　いつまで謝るかというのは、本当にこちらの気持ちが向こうに伝わっていないからだ。謝り方が違う。国の名誉を傷つけるとなったら、謝ったことにならないじゃないか」
　－－朝日新聞の吉田証言取り消しについては
　河野氏「まったく間違いだから、相手にしちゃいけない」　
　－－視聴者から「談話でおわびをしても問題解決となっていないし、以降ますます謝罪や補償の要求が強くなった。慰安婦の件では、日本人の多くの心を傷つけ、大きな禍根を残したと考える。日本はこの先、孫の代まで謝罪をするのか」というメールがきている。いかがか
　河野氏「私はね、慰安婦についてもう一度言うけれども、事実が紛れもなくあったということがはっきりした以上は、やはりきちんと謝るべきで、そんなことはなかったみたいなことを言ってみたり、ほかでもあるんだからみたいなことを言うのは、本当に恥ずかしいことだと思う。
　慰安婦問題それ自体はとても恥ずかしいことだけど、今のように、否定したような言い分を続けることももっと恥ずかしいことだ。もっと、事実は事実として認めて、きちんと謝罪をして、そしてもう次に進むべきだと思う。いつまで謝るのかというのは、本当にこちらの気持ちが向こうに伝わっていないからだ」
　－－伝わっていないのか
　河野氏「伝わっていない」
　－－謝って、許しがあって、和解があるとよく言われるが、謝っても向こうが許さなければ和解に進めないだろうということはないか
　河野氏「それは、謝り方が違う」
　－－日本側にまだ改善の余地があるということか
　河野氏「謝ったら国の名誉を傷つけるというような気分を持ちながら、謝ったんだったら、謝ったことにならないじゃないか」
　－－東京都の人から「今の自民党の空気は一言で言えば、縮み上がっているようだ」という声も寄せられている
　河野氏「私も大変残念に思う。もっと自由闊達な議論がいろいろあって、自民党は広い国民の支持を得ていたはずだ。これでは自民党の基盤はどんどん、どんどん少なくなるばっかりだ。もっとチャレンジしてほしい」
　－－兵庫県６０代男性から「朝日新聞の吉田証言取り消しに対し、素直な気持ちで今どのように感じているか」と
　河野氏「これはまったく間違いだから、あれはもう相手にしちゃいけないと思う」
　－－新聞報道が外交に影響するのかどうかという言い方も失礼だが、少なくとも向こう側には影響していたような印象があるが
　河野氏「もう両方に影響していたと思う。それは国内的にも相当影響があったと思う」
　－－そこはやっぱり政治家としては
　河野氏「それは、朝日の吉田証言は一番典型的な例だが、その例はほかにもいくつもある」（了）
歴史・領土問題「無害化」を＝村山談話は和解のベース－東郷和彦氏
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インタビューに答える東郷和彦京都産業大教授＝３日、東京都港区
　－戦後５０年の村山富市首相談話をどう評価しているか。
　談話が出たとき在ロシア大使館で次席公使をしていたが、これはいいことだと思った。第２次世界大戦後の世界は、単に「条約で解決した」ということでは済まず、もう一段階、相手国の言うことを聞いて処理するという考え方が大勢だった。個人に対して謝罪と償いをするドイツのやり方が一つのモデルになった。
　－その後の外交に村山談話は生かされたか。
　法的問題が処理された後の、日本政府としての歴史的、道徳的立場を示した。韓国、中国、北朝鮮、英国、オランダ、米国との間で政治的な和解の動きがあったが、ベースはみな村山談話だ。外務省にいた者として談話に足を向けられない。さまざまな交渉で歴代の首相や大使の真剣な発言につながった。
　－この２０年間で近隣外交は必ずしもいい方向に向かっていない。
　向かっていない。韓国とは２０００年代初頭にあったいいムードが壊れた。これだけやったのに受け入れられないのなら、もう付き合いきれないというのが今の外務省のムードに見える。だが、本当にそれでいいのか考えなければならない。韓国の民間には何とかしなければという動きも強い。
　－安倍晋三首相は未来志向を強調している。
　未来志向というのは歴史認識問題では禁句だ。こちらから言ってはいけない。首相は村山談話を批判する視点から「未来志向」と言い続けてきた。そのことで首相が談話を出すことに対する信頼性は損なわれてきた。
　－首相の４月の米議会演説は一定の評価も得た。
　琴線に触れたのは米国についての部分で、アジアの部分ではない。首相を「歴史修正主義」とみる一部米メディアの嫌悪感は、固定観念になっている。安倍談話を取り巻く世界の視線は厳しい。
　－どのような談話を出すべきか。
　村山談話のカギとなるコンセプトは疑義の余地なく確認するのが一番いい。今、周辺国との間では歴史、領土問題が「未解決」であることが常態化している。竹島や尖閣諸島、北方領土、靖国神社、慰安婦といった一連の問題を政治的に「無害化」することが大事だ。道徳的に深い、戦略的に強い戦後７０年談話を出すことは、問題解決にパワーを与える。
　東郷　和彦氏（とうごう・かずひこ）外務省欧州局長を経て、０１～０２年駐オランダ大使。１０年から京都産業大教授。著書に「危機の外交」。７０歳。（時事2015/08/13-14:48）2015/08/13-14:48

平和主義、日本人がつくった＝中国敵視はマイナス－藤井裕久元財務相
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http://www.jiji.com/jc/c?g=pol&k=2015081300507&p=0150813at56&rel=pv
インタビューに答える藤井裕久元財務相＝５日午後、東京都港区
　－戦後７０年間、日本が平和を保った要因は。
　憲法９条と日米同盟だ。形の上では占領軍が憲法をまとめたが、９条の平和主義は、幣原喜重郎、吉田茂両元首相らをはじめ、日本人が敗戦という事実に基づいてつくった。
　戦後、米国は軍事も政治も経済も絶大な力を持っていた。日米同盟で平和を守る以外に方法はなかった。自由社会、自由経済の米国と仲良くするのは正しい選択だった。そうしたのは自民党だが、社会、共産両党も含めた各党が平和日本をつくった。
　－安倍晋三首相は安全保障関連法案の成立を目指している。
　集団的自衛権行使は対等の軍事同盟ということだ。米国の言うことを聞かなければならなくなる。過激派組織「イスラム国」（の掃討作戦）に行ってくれと言われたら、やらざるを得なくなると思う。
　（１９６０年の）日米安全保障条約改定への反対の方が勢いが強かったと言う人がいるが、今は子供を抱いた女性など街の人がデモに出ている。どちらが（心配の）根が深いか、今の政権に考えてもらいたい。（自民党が圧倒的多数の）一党体制だから強引に押し通そうとしている。このまま行くと悪名高い首相になる。
　－中国は日本の脅威か。
　中国の肥大化は事実だが、日本とは特別な関係にある国だ。明治以来、日本はロシアを仮想敵に日英同盟、米英を仮想敵に日独伊三国同盟を結んだが、いずれも戦争になった。中国を仮想敵国とするのはマイナスが大きい。南シナ海の問題は国連で扱うべき問題だ。米国も中国と（関係改善へ）裏で何をやるか分からない。
　－韓国とどう向き合うべきか。
　植民地支配が間違いだったことを明確にしなければならない。従軍慰安婦問題も根はそこにある。竹島問題は外交であらゆる努力をすべきだ。
　－日本社会の今後の在り方は。
　（経済は）池田内閣で山のてっぺんまで登ったが、今はゆっくり下山している。社会保障が充実し、経済成長の成果を多くの人が享受できるのが成熟社会だ。非正規社員をできるだけ減らさないといけない。恵まれない人の面倒を見て成長を図るのはいいが、恵まれた者をより恵まれた環境に置く成長は無理だ。
　藤井　裕久氏（ふじい・ひろひさ）旧大蔵省出身。自民、新生、新進、自由各党を経て民主党に合流。細川、羽田両内閣で蔵相、鳩山内閣で財務相を務めた。８３歳。（時事2015/08/13-14:44）
国際貢献はソフトパワーで＝中韓に配慮必要－山崎拓元自民党副総裁
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インタビューに答える山崎拓元自民党副総裁＝７日、東京都千代田区
　－戦後７０年の日本の歩みをどう振り返るか。
　戦前は富国強兵だったが、戦後は富国一辺倒、経済第一主義で成功した。７０年間戦争をせず、巻き込まれなかったことが経済発展の大きな要因だ。戦争放棄を憲法にうたい、専守防衛に徹した。憲法を改正するとしても、（戦争放棄を明記した）９条１項は残すべきだ。
　－安倍晋三首相は安全保障関連法案の成立を目指している。
　歴代政権が「できない」としてきた集団的自衛権行使を「解釈改憲」で認めたことも論点の一つだが、後方支援の名の下で、弾薬の提供や兵器の輸送をやるというのは大きな問題だ。正面（の作戦）と兵たんは一体だ。他国の武力行使と一体化してしまい、重大な憲法違反になる。どうしても法案を通したいのなら、後方支援の範囲を周辺事態法並みの限定的なものにすべきだ。
　安全保障環境の変化と、自衛隊が地球の裏側に行って後方支援をすることは直接関係がない。米国の抑止力に頼っているといっても、そこまで米国にサービスする必要はない。日本は日米安全保障条約に基づいて米国に基地を提供しており、米国が日本を守らないことはあり得ない。安保ただ乗りということはない。
　－日本の国際貢献の在り方をどう考えるか。
　今まで通りでいい。経済力、ソフトパワーで貢献しなければならない。（首相が掲げる）「積極的平和主義」には、自衛隊を外交ツールとして使いたい、軍事力を背景に外交をやりたいという野心があるのではないか。軍事力で貢献するという意味なら良くない。下策だ。
　－歴史認識をめぐる中国や韓国との関係悪化にはどう対処すべきか。
　日本が植民地支配や侵略をした事実は消えない。私は小学三年生で終戦を迎えたが、朝鮮人が当時どれだけ差別されていたか子供心に覚えている。ひどいのは創氏改名だ。その屈辱感はそう簡単に抜け切れないだろう。やった方はやられた方におもんぱかりが必要だ。
　（戦後５０年の）村山富市首相談話は外交を円滑に行うための考慮だった。今までの談話は良かったが、今回の（安倍首相）談話は駄目だと言われると外交関係が行き詰まる。中国や韓国が（過去の談話の）全面的な踏襲を求めるなら応じたらいいし、できないなら談話を出さない方がいい。
　山崎　拓氏（やまさき・たく）福岡県議を経て衆院議員１２期。防衛庁長官や建設相、自民党幹事長、副総裁などを歴任。７８歳。（時事2015/08/13-14:37）2015/08/13-14:37

相手がよいと言うまで謝罪を＝鳩山氏
【ソウル時事】訪韓中の鳩山由紀夫元首相は１３日、ソウルで開かれたシンポジウムで講演し、安倍晋三首相が１４日に公表する戦後７０年談話で、「おわび」の表現を盛り込むべきだと述べた。鳩山氏は、村山富市首相談話で植民地支配に対する「反省とおわび」が明記されたことに触れ、「このような表現は、傷ついた国々の国民が『やめてもよい』と言う時期が来るまで、続けなければならない」と語った。　（時事2015/08/13-12:12）2015/08/13-12:12

鳩山氏、ひざまずいて頭下げる　ソウルでおわび
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　ソウルの西大門刑務所跡地を訪問し、記念碑の前でひざまずいて手を合わせ頭を下げる鳩山元首相＝１２日、ソウル（共同）
　【ソウル共同】鳩山由紀夫元首相は１２日、朝鮮半島の植民地支配時代に独立運動家を収監したソウルの西大門刑務所跡地を訪問した。献花した場でひざまずいて手を合わせ、頭を下げた。
　鳩山氏は内外の記者団に「（植民地統治をした日本が）拷問というひどい仕打ちを与えてしまい、命を奪うことまで平気でやったことに、心からのおわび、追慕の思いをささげたい」と述べた。
　また安倍晋三首相が発表する戦後７０年談話について「植民地統治や侵略、それらへの反省と謝罪が当然含まれなければならない」と述べた。
2015/08/12 22:01   【共同通信】
７０年談話、１面で解説＝関心の高さ示す－米紙
【ワシントン時事】１２日付の米紙ワシントン・ポストは、戦後７０年の終戦記念日に当たって出される安倍晋三首相の談話と天皇陛下のお言葉に関する長文の解説記事を１面に掲載した。日本がどのようなメッセージを打ち出すか、米国でも関心が高まっていることがうかがえる。
　記事は、１４日に発表される首相談話について「首相が過去の謝罪を骨抜きにするのではないかという懸念が出ている」と説明。「われわれ（日本政府）が心地良く感じる範囲で謝罪を表明する」と明かした首相周辺の言葉を引用しつつ、「気持ちのこもっていない謝罪では、中国と韓国をなだめることはできないだろう」と分析した。
　一方、記事は「天皇陛下の（４月の）パラオご訪問などは、安全保障関連法案を批判しているように見える」とする一部識者の見方を紹介。その上で、天皇陛下が１５日に述べられるお言葉に関し「首相の憲法（解釈）見直しの試みを遠回しに批判するものになるかもしれない」と予想している。　（時事2015/08/13-07:35）
７０年談話「謙虚な内省」を＝国連総長
　【ニューヨーク時事】国連のドゥジャリク事務総長報道官は１２日の記者会見で、安倍晋三首相が１４日に公表する戦後７０年談話に対する潘基文事務総長の姿勢を問われ、「日本を含む地域の指導者たちは、真の和解を通じ、かつ過去の歴史の謙虚な内省に基づく協力の精神で、より良い未来へと進むべきだ」と述べた。　（時事2015/08/13-06:30）2015/08/13-06:30

弁護士ら「国民の７０年談話」採択　「非軍事で平和へ努力」
東京新聞　2015年8月14日 朝刊
 

	「国民の７０年談話」と題したシンポジウムで、発言する学者や弁護士ら＝１３日、東京・霞が関の弁護士会館で
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　憲法訴訟などにかかわる弁護士らでつくる「国民（私たち市民）の７０年談話実行委員会」は十三日、東京都千代田区でシンポジウムを開き、「非軍事であらゆる方法を駆使することにより平和な世界を構築するため不断に努力を続けていく」と誓う「国民の７０年談話」を採択した。安倍晋三首相が十四日に談話を出すのを前に、「国民の立場として先の大戦を総括したい」と企画。アジア諸国の人びとを傷つけたことへの反省と、平和憲法を守ることへの決意をこめた談話をアピールした。
　「過去と向き合い未来を語る・安全保障関連法案の廃案をめざして」がテーマのシンポでは、学者や弁護士ら四人が、憲法の意義を説いた。
　元日本教育学会長の堀尾輝久さん（８２）は、軍国少年として育った境遇を述懐。「教育には戦争と結び付いてきた歴史がある。平和は子育て、教育の前提。私たちの憲法を選び直し、わが物とすることが未来世代への責任」と話した。
　会場からも、さまざまな地域や立場で安保法案に反対する活動をしている人たちが発言。安保関連法案に反対するママの会の坂井和歌子さん（３７）＝大田区＝は「戦前と違うのは私たち女性にも参政権があること。自分自身が知り、行動していくことが大事」と話した。
　最後に、アジア諸国への痛切な反省の意と心からのおわびの気持ちを表すことを政府に求めた上で、「私たち国民自身も、このような事態を防ぎ得なかったことに責任があったことを自覚し、そのことを心からおわびする」などとする談話を採択した。
　実行委代表の新井章弁護士は「国民はわれわれの談話と安倍首相の談話を見比べ、どちらが真実を語っているか、歴史とまじめに向き合っているか、そのコントラストが分かると思う」と談話の意義を強調した。
民主・維新、安保法案対案の参院共同提出で調整
読売新聞　2015年08月12日 21時41分
民主党の細野豪志政調会長と維新の党の今井雅人政調会長は１２日、国会内で会談し、安全保障関連法案の対案について、参院への共同提出を視野に調整することで一致した。
　すでに両党でまとめた領域警備法案に加え、それぞれが検討している国連平和維持活動（ＰＫＯ）協力法改正案と周辺事態法改正案についても一本化を目指す。
　維新は、民主と調整する３本を除く対案については、１８日にも国会に提出し、与党との修正協議にも応じる方針。民主内には維新の「両にらみ」を疑問視する声もあり、対案の共同提出を巡っても温度差が出ている。１２日の会談後、今井氏は記者団に「３法案について、国会への共同提出も視野に入れて話し合う」と語ったが、細野氏は「法案の提出は岡田代表ら党幹部が判断する」と述べるにとどめた。
安保法案：元気・改革と修正協議へ…自民・公明
毎日新聞　2015年08月14日　07時30分
　自民、公明両党は、日本を元気にする会、新党改革と安全保障関連法案の修正協議に入る方針を固めた。法案への国民の理解が広がらない中、参院で一部の野党の協力を取り付け、採決に向けた環境を整える構え。自衛隊を海外派遣する際の国会承認規定をより厳格にするかどうかが焦点になりそうだ。【横田愛、福岡静哉】
　◇参院採決の環境整備
　元気、改革は既に与党幹部と接触を重ねている。国会承認について政府案が緊急時などに例外として事後承認を認めているのに対し、両党は「すべて事前承認にすべきだ」と主張。お盆明けから与党と正式に修正協議に入る。
　安倍晋三首相は「今までもいろいろな法律で修正したことはある」（７月２１日の民放番組）と修正協議に柔軟な姿勢を示している。公明党幹部も「今のまま参院で審議を続けても国民の理解は進まない。衆院審議のときよりも、修正協議に応じる気持ちは強くなっている」と語る。国会の関与を強める修正なら国民の支持を得やすいという計算もあるようだ。
　元気、改革の参院会派は計９人に過ぎない。それでも与党が重用するのは世論にらみの側面が多分にある。ただ、参院で法案を修正すれば衆院での再議決が必要。元気と改革は衆院に議席がないため、結局また、与党だけで採決を強行する展開になりかねない。そこで与党側は、衆院で修正協議した維新の党と参院で協議を再開しようとしている。
　維新も、与党との協議は「対案路線」をアピールする好機ととらえている。同党は、集団的自衛権が行使可能な事態を政府案の「存立危機事態」より厳しく規定した法案を１８日にも参院に提出する方針。同党幹部は「支持率低下で首相は弱気になっている」と述べ、衆院段階よりも政府・与党に譲歩を迫る条件はそろっているとの見方を示す。
　一方で維新は、野党再編を見据えて民主党と協議を開始。武力攻撃に至らないグレーゾーン事態に対処する領域警備法案など３法案については民主との共同提出を探っている。両にらみで存在感を高める戦術だが、民主内には維新の対応に不信感も出ている。
創価学会に渦巻く「安保ＮＯ」　署名・デモ…公明は苦心
朝日新聞デジタル　磯村健太郎、伊木緑 池尻和生　2015年8月14日05時11分

安保法案反対デモに参加した春村徳龍さん（右側の男性）と家族ら＝７月１９日、大阪市、李信恵さん提供（顔の一部にぼかしを入れています）

　自民党と連立を組む公明党の支持母体・創価学会の足もとで「異変」が起きている。安全保障関連法案をめぐり、学会関連の大学関係者や学会員の一部が公然と反対の声をあげたり、法案の白紙撤回を求める署名を集めたり。信仰と政治の間で葛藤を抱えながらの行動だ。
安保法制は「池田大作先生の教えに反する」創価大関係者ら公然と批判
　創価学会の池田大作名誉会長が創立した創価大と創価女子短大。教員や卒業生らが１１日、安保法案に反対する「有志の会」を設立した。声明は戦時中に弾圧を受けて獄死した牧口常三郎・初代会長に触れ、「いかなる圧迫にも屈せず、民衆のために声をあげること。これこそが創価教育の魂」などとしている。１３日現在、氏名を公開した学校関係者だけで２００人以上が署名を寄せている。
　呼びかけ人の一人で創価大非常勤講師の佐野潤一郎さん（５０）は「憲法軽視は許せない」と感じていたが、公明党を公然と批判する声はほとんど聞こえてこなかった。やがてツイッター上で同じ考えの学校関係者とつながるようになり、一緒に声をあげることに決めた。「『安全保障関連法案に反対する学者の会』も活発に活動している。私たちだけ何もしないわけにはいかない」と話す。
　愛知県

HYPERLINK "http://www.asahi.com/topics/word/安城市.html" \o "安城市のトピックスを開く"安城市の学会員、天野達志さん（５１）は法案の白紙撤回を求める請願書をツイッターで公開中。広島など各地から署名が届いており、公明党の山口那津男代表に届ける予定だ。「組織を攪乱（かくらん）するつもりはなく、異を唱えたい人が声を上げられるようにしたいだけ。悩みながらやっています」
　両親も熱心な学会員だ。「『平和の党』の理念があるから選挙も手弁当で応援してきました。党の綱領には『常に民衆の側に立つ』とあるのに、なぜ『向こう側』に行っちゃったんだという思いです」と話す。
　天野さんの活動をネット上で知り、独りで署名集めを始めた人もいる。
　東京・渋谷で２日、千葉県の５０代の公務員女性がベンチに腰掛けている人たちに署名を呼びかけていた。祖母の代からの学会員。公明党の選挙活動にも積極的に関わってきた。だが、２００３年の自衛隊のイラク派遣を与党として支持した時から疑問を感じ始めた。昨年の集団的自衛権行使容認の閣議決定で見限った。「創価学会の生命尊厳、絶対平和主義に反する」。選挙活動には関わらないと決めた。
安保法案反対グループが独自の談話発表
NHK　8月13日 18時07分
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戦後７０年の総理大臣談話が１４日発表されるのを前に、安全保障関連法案に反対するグループが、先の大戦に関して政府に近隣諸国へのおわびなどを求める独自の「談話」を発表しました。
発表したのは、安全保障関連法案に反対する研究者や弁護士などのグループです。
「国民の７０年談話」と題されたこの文書は、１３日に都内で開かれたシンポジウムの席で発表され、先の大戦について、「日本はアジア諸国を侵略し、植民地として、その国と住民に甚大な被害と苦痛を与えました。私たちは、政府に対して、被害を受けた国と住民への痛切な反省と、心からのおわびの表明を求めます」などとしています。そのうえで、「今後も憲法の理念に従い、非軍事の方法での平和の構築に努力していくことを誓います」と結んでいます。
　シンポジウムでは、この談話を巡って、参加者から「７０年間戦争しなかったのは憲法を守り、平和を守ろうと闘ってきた人たちのおかげだ」とか、「自分の子どもを戦争に行かせたくないという思いを訴え続けていきたい」などといった意見が出されていました。
　主催者の１人の加藤文也弁護士は「安倍総理大臣には被害を受けた国の信頼を得られるような談話を出してもらいたい」と話していました。 

安保法案 元首相５人が反対の立場で提言
NHK　8月13日 4時00分
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歴代の総理大臣のうち５人が安全保障関連法案に関する提言をまとめ、「立憲主義に反し、国民の声も無視している」などと、法案に反対する立場を明らかにしました。
提言は、安全保障関連法案に反対の立場を取る元記者らのグループの求めに応じて出されたものです。
このグループによりますと、存命の総理大臣経験者１２人に要請文を出したところ、自民党以外の政党から総理大臣になった５人が、いずれも法案に反対する提言を文書で寄せたということです。
　それによりますと、細川元総理大臣は、「法案の規定も曖昧で、時の総理や政府によって集団的自衛権はいかようにも行使されることになり、恣意的運用の歯止めがない。かつての大戦は歯止めのない政府の行為によってもたらされ、その反省の上に今日の日本があることを忘れてはならない」などとしています。
　また、羽田元総理大臣は「平和憲法の精神が今日の平和と繁栄の基礎を築いた。海外派兵を認める集団的自衛権は絶対に認められない」などとしています。
　村山元総理大臣は、「国民の声も無視して力で押し通し、法案さえ通れば最後は世論もおさまると甘く見ているが、こうした国民軽視の姿勢は許せない」などとしています。
　鳩山元総理大臣は、「集団的自衛権をどうしても行使すると言うのなら、憲法改正を堂々と行ってからだ。私は日本を『戦争のできる普通の国』にするのではなく、『戦争のできない珍しい国』にするべきだと思う」などとしています。
　菅元総理大臣は「憲法に明らかに違反する安保法制を強行しようとしている。立憲主義を踏み外していることは明らかで、責任を取ってただちに総理を辞任されるよう求める」などとしています。
このグループは、５人の提言を安倍総理大臣あてに郵送したということです。 

安保法案、創価大関係者も反対表明　「建学精神に反する」
北海道新聞　08/13 09:48

　政権与党の公明党の支持母体である創価学会の池田大作名誉会長が創立した創価大（東京）と創価女子短大（同）の関係者有志が、参院で審議中の安全保障関連法案に反対する声明をインターネット上で発表した。
　関係者が公開したホームページでは、池田氏の「自衛権をもって他国の民衆の生命を侵すことができないのは、自明の理です」といった言葉を紹介。声明は「（池田氏の理念を）人生の根幹に据え、安保法案への『反対』を表明します」と明言し、「（創価で）培った人権意識を持つ者なら、声を上げるべき時は、今です」と呼び掛けている。
　創価大と女子短大の教職員や卒業生、在学生計１１人が１１日に呼び掛けたところ、１２日中に賛同する関係者が５００人を超えた。
　呼び掛け人の一人で同大教員の佐野潤一郎さん（５０）＝檜山管内上ノ国町出身＝は「集団的自衛権の行使を伴う安保法案は、憲法に反するだけでなく、創価大建学の精神にも反する。公明党の国会議員を輩出する大学の関係者として反対の姿勢を明確にした」と話している。
朝日新聞　2015年08月11日
安保法制は「池田大作先生の教えに反する」創価大関係者ら公然と批判
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北京師範大学からの名誉教授の称号を授与され、あいさつする創価学会の池田大作名誉会長＝2006年10月7日
出典： 朝日新聞
　参院で審議が続く安全保障関連法案。与党・公明党の支持母体である創価学会の池田大作名誉会長が創立した創価大学の教員・卒業生らからも、公然と批判の声が出始めた。ネット上では「安全保障関連法案に反対する創価大学・創価女子短期大学関係者有志の会」が１１日、反対声明をアップ。賛同者を募っている。
池田大作氏が創立した創価大
　創価大学は池田氏を創立者として１９７１年に開学。東京都八王子市に本部キャンパスがあり、創価高校など関係学校からの進学を始めとする創価学会員子弟の入学者も多い。
「創立者・池田大作先生の理念を我が人生の根幹に据え」反対を表明
　「有志の会」のサイトにアップされた声明文では、「現在、９割の憲法学者が『違憲』と判断している安全保障関連法案が、安倍政権により採決されようしています。私たちはガンジー、キングの人権闘争の流れに連なる創立者・池田大作先生の人間主義思想を社会に実現すべく学び続けてきました。そこで培った人権意識を持つ者なら、声を上げるべき時は、今です」と呼びかけている。
　そのうえで、「私たち関係者有志は、創立者・池田大作先生の理念を我が人生の根幹に据え、安全保障関連法案への『反対』を表明します」とアピールしている。
卒業生・在校生・教員らが呼びかけ人
　呼びかけ人として、創価大学の在学生・卒業生のほか、創価女子短大教員の氏家法雄氏、創価大教員の佐野潤一郎氏が名前を連ねる。
　氏家氏は「賛同のご署名お願いします」、佐野氏は「さあ、まずは２６日の１００大学共同行動までに、たくさんの創価女子短期大学・創価大学関係者有志の声を糾合して、安保関連法案廃案への圧力にするぞ！」と、それぞれ自身のツイッターで賛同を募っている。
戦後７０年：平和を感じ、平和を叫ぶ
毎日新聞　2015年08月14日　10時59分（最終更新　08月14日　11時41分）
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街頭で声を上げる若者たち。花鶏さん（右）、幹治さん（中央上）、こころさん（中央下）、萌子さん（左）＝後藤由耶撮影
　国会前をはじめ、各地の街頭に出て安保関連法案に反対の声を上げる若者たちが増えている。彼らは何を考え、訴えているのかを聞いた。
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花鶏さん（１３）中学２年　「潜水艦に乗っていた曽祖父が沖縄戦で亡くなっていたと知り、戦争の怖さを強く感じました。僕は野球部員なんですが、野球ができるのも平和があるから。その平和のために、部活の練習を休んでデモに参加しました」＝２０１５年８月２日、後藤由耶撮影
拡大写真
　母親と反対集会に参加した花鶏（あとり）さん（１３）「沖縄戦で潜水艦に乗っていた曽祖父が亡くなったと知り、戦争の怖さを強く感じました。僕は野球部員ですが、野球ができるのも平和があるから」＝東京・渋谷で
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幹治さん（２０）大学３年　「彼女が僕を守りたいからこの法案に反対なんだと話してくれて気づきました。たくさんやりたいことがあるし、将来結婚して子供もほしい。幸せを戦争で壊されるわけにはいかないんです。だから反対します」＝２０１５年７月３１日、後藤由耶撮影
拡大写真
　大学３年の幹治（かんじ）さん（２０）「将来結婚して子供もほしい。幸せを戦争で壊されるわけにはいかないんです」＝国会前で
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こころさん（１９）「人を殺す、殺される、ということはあってはいけない事。先の戦争で苦しんだ人たちが、過去を必死に次世代へとつないでくれているのに私たちはそれを無視してはいけません」＝２０１５年７月１０日、後藤由耶撮影
拡大写真
　こころさん（１９）「人を殺し殺されるということはあってはいけない。戦争体験者たちが残してくれた言葉を無視してはいけない」＝同
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萌子（１９）大学２年　「今年の春にアウシュビッツ強制収容所を訪れました。そこで山のように積み上がった靴や鞄、めがねを見た時にはっとなりました。このひとつひとつに持ち主がいて、泣いたり笑ったり、日々の生活を一生懸命生きていたんだなと、急に実感がわいてきました。私は戦争を知らない世代ですが、戦争は怖いし、絶対にそんな社会にはしたくないです。７０年守ってきた戦争をしない状態をこれからも続けたいです」＝２０１５年７月１０日、後藤由耶撮影
拡大写真
　大学２年の萌子（もえこ）さん（１９）「アウシュビッツを今春訪れた時、これは遠くの世界の話ではないと感じました。７０年守ってきた戦争をしない状態をこれからも続けたい」＝同【後藤由耶】
「学生を二度と戦地に送らぬ」　立教大に戻った日章旗に誓う
東京新聞　2015年8月14日 朝刊
 

	「寄せ書きのある旗」について話す立教大の西原廉太教授（左）と渡辺太平さんのめいの横尾とし子さん＝東京都豊島区で
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　太平洋戦争で戦死した学生が身に着けていた日章旗が、立教大（東京都豊島区）の展示館に飾られている。戦地で米兵に持ち去られた旗を遺族に返還しようと奔走した立教大文学部の西原廉太教授（５２）は「この旗は、大切な学生を二度と戦地に送らせないための決意の証し」と話し、国会で審議中の安全保障関連法案への反対を呼び掛けている。　（土門哲雄）
　西原教授が日章旗の存在を知ったのは二〇一〇年五月。米国の牧師から「日本の家族に返したい」とメールで相談を受けた。牧師は自宅の隣に住む米軍元軍曹の遺族から旗を譲り受け、持ち主を探していた。旗は元軍曹の部下が銃撃戦で倒した日本兵の軍服のポケットから抜き取ったもので、「立教魂」「立大剣道部」などと書かれていた。
　牧師は西原教授と面識はなかったが、立教大が加盟する世界聖公会大学連合会のサイトで西原教授のアドレスを知り連絡した。
　すぐに大学挙げての調査が始まった。寄せ書きにあった友人や家族の名前から、旗の持ち主は一九四三年に学徒出陣し、フィリピン・セブ島で戦死した経済学部の渡辺太平さん＝享年（２１）＝と分かった。渡辺さんの姉・文子さん＝享年（８９）＝は亡くなっていたが、渡辺さんのめいの横尾とし子さん（６３）＝練馬区＝に知らせることができ、日章旗は母校の立教大に寄贈された。
　それから五年。西原教授は今年七月、戦争参加への危険性が指摘される安保法案の衆院採決に強い危機感を持った。「渡辺さんの日章旗にかかわった者として、反対の声を上げなくてはいけない。それが学生を戦地に送り出してしまった大学としての責任ではないか」と考えるようになった。
　周りに呼び掛け、教職員や学生、卒業生の有志で「安全保障関連法案に反対する立教人の会」を発足。共同代表の一人になった。七月三十一日、立教大のチャペルで開かれた設立集会では、横尾さんとともに、日章旗返還の経緯や平和への願いを語った。会の呼び掛け人・賛同者は八月十三日現在、合わせて千人を超えた。
　西原教授は「夢や希望を持ち、家族に愛された日米の青年たちが、意図せずに向かい合わざるを得なかったのが戦争。『戦争ができる国』へと道を開く安保法案は明らかに憲法に違反しており、直ちに廃案にするべきだ」と訴える。
　横尾さんも「叔父は、もう二度と戦争で命を落とす若者を出さないでほしいと強く願っているはず。戦争で犠牲者を出す可能性が０・０１％でもあるのなら、絶対に避けなければいけないと思う。多くの声に耳を傾けようとしない昨今の国会の流れには危険性を感じている」と苦言する。
◆企画展「戦時下、立教の日々」来月４日まで
　渡辺太平さんの日章旗は、立教学院展示館で常設展示されている。展示館は、豊島区西池袋３の池袋キャンパス内。夏期休暇中は午前１０時～午後５時開館。土日曜と祝日休館。お盆休みの休館は８月１８日まで。一般開放しており、入場無料。
　９月４日まで企画展「戦時下、立教の日々」も開催しており、学徒出陣の記録や関連資料も多数展示している。この企画展は１０月１日～１２月８日も開催する。問い合わせは展示館事務室＝電話０３（３９８５）４８４１＝へ。
陸自：イラク派遣「戦死」想定　連絡体制など準備
毎日新聞　2015年08月13日　10時30分（最終更新　08月13日　11時59分）
　陸上自衛隊が２００４〜０６年にイラク南部サマワで実施した人道復興支援活動で、「戦死」を想定して準備していた対応の詳細がわかった。死者が出た場合には３時間以内に家族に連絡する体制を整備。死に直面した隊員のため、ＰＴＳＤ（心的外傷後ストレス障害）の対策チームを日本から急派する体制もとった。安全保障関連法案の国会審議では自衛隊員のリスクをめぐる議論が深まらないままだが、派遣される側の自衛隊は１０年前から死に備えていた。
　０８年５月に自衛隊がまとめた内部報告書の「イラク復興支援活動行動史」によると、死者が出る状況を「不測事態」と表現。家族への通知の責任者を部隊長に指定し、留守宅の連絡先を事前に２カ所把握した。連絡時間を３時間以内としたのは、報道機関から初報が伝わることを防ぐためで、部隊と陸上幕僚監部、防衛庁（当時）本庁も参加して訓練も実施した。
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サマワで携帯した小銃を返却する女性隊員＝クウェート市郊外の米軍キャンプバージニアで２００６年７月１５日、岩下幸一郎写す
　「死あるいは惨事と接する活動」「多数の死体、変死体と接する活動」で隊員が受けるストレスを「惨事ストレス」と規定。発生時には自衛隊中央病院（東京）から、精神科医の医官１人、心理幹部（カウンセラー）１人の「メンタルヘルス支援チーム」を派遣するとしていた。行動史は、イラク派遣を知らされた両親がうろたえた例などを挙げ、「軍事組織においては隊員は身の危険を顧みず任務を達成することが求められ、家族にもその覚悟が求められるが、現実にはそうではない面があった」と指摘。「自衛隊がやや曖昧にしてきた『家族の意識改革』醸成措置を行うべきである」と記述し、家族にも覚悟が求められるとしている。
　そのうえで、遺族に支払う弔慰金（賞じゅつ金）の増額や、瀕死（ひんし）の重傷を負った場合の叙勲規定の新設などを求めた。
　また重傷者を現場から運び出す手段がないため、ヘリを自前で確保するよう求めた。「戦闘発生現場での患者救出輸送が可能な防護性のある救急車（装甲救急車）」の整備も提言している。【前田洋平】
安保法案の早期成立求める団体設立
NHK　8月13日 17時09分
安全保障関連法案の早期成立を求める学者や経済人などが団体を設立し、記者会見で、国際情勢の変化に対応するには一刻も早い法整備が必要だなどと訴えました。
設立されたのは、学者や経済人など３１８人で作る「平和安全法制の早期成立を求める国民フォーラム」で、１３日に東京・千代田区で記者会見しました。
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この中で、呼びかけ人の１人で、ジャーナリストの櫻井よしこさんは「国際社会の現実を見ると、戦争に向かわせないために法律の整備が必要だ。集団的自衛権の行使は限定的ではなくフルスペックで認められることが望ましいが、そのためには憲法改正など時間がかかり、国際情勢の変化の早さには対応できない」と訴えました。
　また、拉致被害者の家族を支援している「救う会」の会長で、東京基督教大学の西岡力教授は「自衛隊の防衛力は高まっているのに、集団的自衛権を行使できないままで日米同盟は維持できるだろうか。日本に対するミサイルの脅威の高まりや拉致問題に対応するためには日米同盟の強化が必要で、法整備を急ぐべきだ」と述べました。 

戦後７０年：「聖戦」アジアの犠牲２０００万人超、益川さん「一般の国民も加害者にさせられた」
毎日新聞　2015年08月14日
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大東亜会議代表記念撮影＝国会議事堂前


インタビューに答える京都産業大学益川塾塾頭の益川敏英さん＝京都市北区で２０１５年８月３日、宮武祐希撮影
　日本は１５日、ポツダム宣言受諾による７０回目の終戦記念日を迎える。北京郊外、盧溝橋での中国軍との衝突に始まった戦火は最終的に東南アジア・太平洋を席巻し、同地域全体では２０００万人を超える軍民が犠牲となった。大日本帝国は欧米植民地主義からの解放戦争と喧伝（けんでん）したが、「大東亜共栄圏」のためにアジアの同胞からあらゆる点で収奪した。ノーベル物理学賞を受賞した理論物理学者、益川敏英さん（７５）は「一般国民は被害者であったが、当時の政府・軍部に加害者にもさせられた」と指摘。日本が再び、「戦争ができる国」になることへの危惧の念を示す。【高橋昌紀／デジタル報道センター】
　戦後のサンフランシスコ講和会議（１９５１年９月）や各国政府の発表などによると、第二次世界大戦におけるアジア・太平洋地域の軍民の犠牲者数は▽日本３１０万人▽フィリピン１００万人▽ベトナム２００万人▽中国１０００万人以上−−などとされる。
　この犠牲は結局、日本の侵略がもたらしたものだった。戦前のアジアは「東南アジア域内交易圏」と呼ばれる経済圏が機能し、互いに支え合っていた。しかし、日本の影響下に組み入れられると、欧米、インドなどとの交易が途絶。販路を失ったアジアの食糧生産地では農民が貧窮化し、経済が停滞する。鉄道・船舶など交通インフラへの連合国軍の攻撃が進むと、地域内での物資輸送も困難になり、餓死（インドネシア２００万人、インド１５０万人など）さえも招いた。
　日本の主要な戦争目的が、アジア解放ではないことは明らかだった。米英に宣戦する直前の１９４１年１１月に「南方占領地行政実施要領」を策定。石油などの国防資源を獲得することが重要であり、占領地住民に忍耐を強いることはやむをえないとした。▽信用価値の低い軍票の乱発による物価高騰▽軍事関連工事への農民や労働者の強制徴用▽現地軍自活のための物資の強制供出−−などが、アジアの民衆の生活基盤を破壊。食糧不足による飢餓に加え、重労働、虐待などが犠牲者を増加させた。
　皇軍兵士に特有の残虐性が根本にあった。上官の命令は絶対で、抑圧的な組織内にはビンタなどの「私的制裁」がまん延。「優秀な大和民族」との自負は慰めであり、おごりにもなった。アジア人への蔑視は「現地調達」という名の略奪につながる。中国ではイナゴ（蝗）をもじり、「蝗軍（こうぐん）」と嫌悪されていたという。
　現役除隊で一般生活に戻っても、赤紙による再度の召集がある。戦地では満足な休暇も与えられない。４０キロ以上の装備を担ぎ、行軍することはざらだった。戦病還送患者に占める精神障害の割合は上昇し、１９４４年には陸軍で２２・３２％。アジア解放の「聖戦」は、兵士自身をもむしばんでいた。
　「戦場の兵士だけが戦争をするのではありません」。益川敏英さんは警告する。自身の父親は戦時中に軍用機工場で、燃料タンクを製造していた。「朝永振一郎先生（ノーベル物理学賞受賞者）のように『無言の抵抗』をした人もいますが、戦時に見習うことは非常に難しい」と話す。
　だからこそ、平和な時代における反戦運動に力を入れてきた。「国家は巧みに国民を取り込み、精神動員する。個人は弱い」と指摘しつつ、「どんなに小さな声でも、集まれば大きな声になる」と運動の大切さを訴えている。
戦後７０年：益川敏英さん「憲法９条を守ろう、どんな小さな声でも集まれば大きな声になる」
毎日新聞　2015年08月14日
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インタビューに答える京都産業大学益川塾塾頭の益川敏英さん＝京都市北区で２０１５年８月３日、宮武祐希撮影
　◇国家は巧みに国民すべてを取り込み、精神動員をする
　戦争に対し、一人一人の市民はどのように向き合うべきなのか。国家権力の巨大な意志に対し、どのように相対していけばいいのか。ノーベル物理学賞を受賞し、記念講演では反戦演説を行った理論物理学者、益川敏英さん（７５）に聞いた。【聞き手・高橋昌紀／デジタル報道センター】
　「不謹慎だ。アカデミックな場にふさわしくない」。箱根峠の向こうから、ある学者が批判しているとのうわさが聞こえてきたんです。ストックホルムでのノーベル賞の授賞式（２００８年１２月）に出発する前です。世界中の人々が集まる記念講演で、太平洋戦争での実体験を話すつもりでした。それを「晴れの舞台で、話すようなことではない」と苦言を呈しているらしい。何を言ってやがるのだと憤激しました。
　アルフレッド・ノーベルは自身が発明したダイナマイトが戦争に利用され、「死の商人」とののしられました。だからこそ、巨万の富を人類の発展に役立てたいと願ったのです。まさに記念講演の場こそ、反戦を訴えるにふさわしいではないですか。総理大臣に批判されたとしても、一言一句内容を書き換えるつもりはありませんでした。
　１９４５年３月１２日夜の名古屋空襲です。わずかに５歳。それでも、戦争の唯一の記憶として残っています。屋根瓦を突き破って、焼夷（しょうい）弾がコロコロと目の前に転がり落ちてきたのです。しかし、幸運にも不発弾だった。両親の驚愕（きょうがく）と安堵（あんど）はいかほどのものだったか。リヤカーに家財道具と共に載せられ、名古屋の街を逃げ惑いました。火災でオレンジ色に染まった空の色はあせることなく、心に刻み込まれています。
　おやじは電気技師になりたかったそうですが、学がなかった。尋常小学校出で、ｓｉｎ（サイン）、ｃｏｓ（コサイン）が分からなかった。それでも、大阪の家具工場にでっち奉公し、名古屋に小さな家具工場を設立するまで頑張りました。ところが、太平洋戦争の開戦と共に軍に工作機械を供出させられてしまった。軍需生産に必要だからです。代わりに航空機工場に徴用され、ベニヤ板をにかわでつないだ燃料タンクを造らされた。生産効率は１週間に１個ほど。アメリカならばジュラルミンを機械的に加工し、あっという間に組み上げてしまうでしょう。「これは負けるな」。そのように感じたと言います。
　「科学に国境はないが、科学者には祖国がある」と、ルイ・パスツール（フランスの生化学・細菌学者）は言いました。日本には理論物理学の大先輩である武谷三男先生のように反ファシズムを標榜（ひょうぼう）し、特高（特別高等警察）に検挙された信念の人もいました。朝永（ともなが）振一郎先生（１９６５年にノーベル物理学賞）の電波兵器に関する戦時中の論文を読むと、どうも核心部分で巧妙に手抜きをしている。無言の抵抗をしている。科学者の知恵と言えるでしょう。
　しかし、そうした行動を戦時に見習うことは非常に難しい。国家は巧みに国民すべてを取り込み、精神動員します。個人は弱いものです。せいぜい、心の中でのサボタージュぐらいが関の山となる。「非国民」「刑務所にぶち込むぞ」と脅かされて、恐れを抱かずにすむ人はいないでしょう。そして、戦争に協力させられる。戦場の兵士だけが戦争をするのではありません。手塩にかけた工場を取り上げられたおやじは被害者ではありますが、兵器生産に従事することで加害者にもさせられたのです。戦争が始まってしまえば、誰もが戦争と無関係ではいられなくなるのです。
　「勉強だけでなく、社会的な問題も考えられるようにならないと、一人前の科学者ではない」。名古屋大学での師匠である坂田昌一先生の持論です。先生は「戦争を目的とする科学の研究には絶対従わない決意の表明」をした日本学術会議（１９４９年創立）にも参加しました。「物理の問題が解けるなら、世界平和に向けた難題も解ける」「科学者には現象の背後に潜む本質を見抜く英知がなければならない」「科学者である前に人間たれ」。いずれも先生の言葉です。
　学生時代から、反戦・平和運動に取り組んできました。６０年安保闘争では署名集めをし、米原子力潜水艦の国内初入港（長崎県佐世保市、１９６４年１１月）では抗議行動に加わりました。京大に移った７０年代には関西電力の原子力発電所計画（旧京都府久美浜町）に反対した。今年１１月には被爆７０年となる長崎市で、「パグウォッシュ会議」（核兵器と戦争の廃絶を目指す国際組織、１９９５年にノーベル平和賞受賞）の第６１回世界大会を開催します。もっとも、専門の科学者らが集う会議は「貴族的な雰囲気」が性に合っているとは言えなくて。久美浜では町民に原子力の仕組みを話したりしたのですが、そうした地に着いた活動が好きなんです。
　自分の子供や孫の将来を考え、これでいいのだろうかと。単純ですが、その疑問が大切だと思います。次世代にどのような日本を残すのか。あの戦争は終わったが、おやじの工作機械は返ってきませんでした。それでも、食っていかなくてはならない。おやじは結局、畑違いの砂糖の販売業に就き、家族の生活を支えてくれました。恨み節は聞きませんでした。
　戦争のできる国になってからでは、戦争が始まってしまってからでは遅いのです。そのためには憲法９条を守らなければならない。どのように解釈しようと、戦争を禁止している。平和憲法の根幹です。憲法９条にノーベル平和賞が贈られる日をぜひ見てみたいものです。その記念講演で、日本の首相がどのような演説をするのか。ぜひ聞いてみたいものです。
　職業人としての面、生活人としての面。そうした二つの顔を人間は持たなければならないと思います。何らかの形で、社会との接点を常に持たなければならない。二足のわらじを履けなきゃ、男じゃねえ−−。それが自分の心意気です。社会運動は１かゼロかではありません。どんな小さな声でも、集まれば大きな声になるのです。一緒にデモに加わりませんか。勉強会に来ませんか。議論をしませんか。待っていますよ。
　◇ますかわ・としひで
　１９４０年、愛知県生まれ。名古屋大理学部卒。現在は名古屋大素粒子宇宙起源研究機構長、京大名誉教授、京都産業大学益川塾塾頭などを務める。「九条科学者の会」呼びかけ人。近著に「科学者は戦争で何をしたか」（集英社新書）。
戦後７０年：「ばかげた戦争の実相を後世に」ライフ会長
毎日新聞　2015年08月13日　01時01分（最終更新　08月13日　02時25分）


戦時中の体験を話す清水信次・ライフコーポレーション会長＝東京都中央区で、内藤絵美撮影
　食品スーパー大手のライフコーポレーション会長兼ＣＥＯの清水信次さん（８９）＝東京都千代田区＝は終戦時、陸軍の特攻隊員だった。命じられたのは、米軍の本土上陸時に、爆弾を抱えて戦車に突撃する作戦。後方部隊の勤務が多く、前線に出ることはなかったが、最後は死を覚悟した。戦中を生きた政治家や経済人が少なくなる中、清水さんは「ばかげた戦争の実相を後世に伝えていきたい」と話す。
　大阪市都島区にあった大阪貿易学校（現私立開明中高校）を１９４３年に卒業し、陸軍の戦技特別研究員となった。地上戦で有効な戦術を編み出すのが任務だった。
　徴兵検査の通知が届いたのは４４年２月。合格したが、「歩兵部隊に配属されれば戦死の可能性が高まる」と考え、陸軍特別幹部候補生を志願した。募集していた航空、船舶など４兵科のうち選んだのは鉄道隊。「後方での物資運搬が主で、死ぬ確率が最も低い」と考えた。学生の頃、両親が事業で背負った借金の取り立てにおびえる姿を見てきた。「親孝行しないままでは死ねない」と思っていた。
　配属先の鉄道第２連隊（千葉県習志野市）の訓練は過酷だった。重さ５０キロ以上のレールを担いで運ばされた。肩の皮膚がめくれあがり、腰が悲鳴を上げた。歩けなくなり、陸軍病院に入院した。戦地で片腕を失った人や失明した人であふれていた。「人間を無残に傷つける戦争ほどの罪悪はない」と痛感した。
　４５年６月下旬、沖縄が米軍の手に落ちた。７月、所属する連隊は本土防衛の特攻隊に組み込まれ、爆弾を抱えて米軍戦車に突撃する自爆作戦を命じられた。「米軍は艦砲射撃と爆撃で日本軍を一掃してから上陸するはず。大本営はばかじゃないのか」と思った。死を覚悟し、兵舎を訪ねてきた母に毛髪と爪を託した。
　８月１５日、兵舎のラジオで終戦の玉音放送を聞いた。２週間後に、米軍の上陸地点と目された千葉県の九十九里海岸に送られる予定だった。泣いたり、悔しがったりする同僚の横で「助かった。これで親孝行できる」とひそかに思った。
　戦後、闇市の商売で得た資金を元手に食料品卸店を開業。６１年に大阪府豊中市にライフ１号店を開き、近畿と首都圏に２５０店舗を展開する業界大手に育て上げた。
　経済界の重鎮として歴代の首相と交流を深めてきたが、国会の安保法制審議を見て、「与野党とも戦後生まれの議員が大半を占め、戦争を知らん人たちが言葉と理論だけで空回りの議論をしている」と危機感を抱く。「戦争体験者を国会に呼んで意見を聞くべきだ。安全保障や憲法の問題は時間をかけて議論しなくてはいけない」
　死を覚悟しながら終戦で命拾いした経験をもとに「若い世代に『日本は二度と戦争をしても、巻き込まれてもいけない』と伝えたい」と話す。【山口朋辰】
うるま沖ヘリ墜落　対テロ訓練、陸自に実演　米軍、定員超過認める
琉球新報 8月14日(金)7時29分配信 

　１２日に起きた米軍ヘリうるま沖墜落事故について、事故機に搭乗していた陸上自衛隊員２人は、テロやゲリラへの対処などを担う特殊部隊「特殊作戦群」に所属し、事故機は船を制圧する想定で米特別作戦部隊が海上演習を自衛隊に実演していたことが１３日、分かった。自衛隊が米特別作戦のヘリに同乗していたことに専門家は「事実上の日米共同行動だ」と述べ、集団的自衛権の行使を念頭に置いた訓練だと指摘した。一方、事故を起こしたＭＨ６０ヘリの定員は１６人だが、在日米軍は１３日、機体には定員超過の１７人が搭乗していたことを公式に認めた。
　政府関係者によると、事故機は米艦船の上で低空飛行した際、甲板のクレーンに接触した可能性がある。
　防衛省は自衛隊員が事故機に搭乗していたことについて、米軍の作戦や訓練の内容を学ぶ「研修」の一環だったと説明している。
　集団的自衛権の行使を容認する安全保障関連法案が参院で審議中で、安保法制に詳しい新垣勉弁護士は「実質的な日米の共同訓練が始まっている。国会でも追及されるべき大きな問題だ」と指摘した。
　事故機が行っていた訓練は米太平洋軍による軍組織交流プログラムの一環。在日米軍は１３日、「米国と太平洋地域の多くの国々の参加で行われるものだ」とし、機体には米軍と自衛隊以外も搭乗していた可能性を示唆した。
　県は事故を受け１３日、町田優知事公室長らが読谷村の米陸軍トリイステーションを訪れ、同基地のチャールズ・ノボトニー副司令官に原因究明と再発防止を求め抗議した。また沖縄防衛局と外務省沖縄事務所にも安全管理の徹底を米軍に申し入れるよう要請した。
　県議会米軍特別関係委員会は１４日午後１時半から委員会を開催し、事故に抗議し、原因究明と再発防止を求める意見書や決議の提案について議論する。
琉球新報社
沖縄沖ヘリ墜落「過剰反応せず」＝冷静な対処訴え－米陸軍高官
　【ワシントン時事】オディエルノ米陸軍参謀総長は１２日、国防総省で記者会見し、陸軍ヘリコプターが沖縄本島沖で着艦に失敗し墜落した事故について「一度の事件をめぐり、大げさに反応するつもりはない」と述べ、冷静に対処すべきだとの考えを示した。
　参謀総長は、事故の報告を受けたが、詳細はまだ把握していないと説明。「われわれが日々行っている任務には危険が伴う。いかなる危険も防ぎたいと思っているが、不幸なことに事故が起きるときもある」と指摘した。
　日米の安全保障関係に及ぼす影響に関しては「日本の国内政治上、どういった問題になるかを予測するつもりはないが、同盟国同士で協力し合うことが重要だ」と述べるにとどめ、論評を避けた。参謀総長によると、事故は特殊部隊の訓練中に起きたという。　
　国務省のトナー副報道官も墜落に触れ、国際水域での事故だと強調。事故は米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の名護市辺野古への移設をめぐる日本政府と沖縄県の集中協議の直前に発生したものの、副報道官は「日米とも辺野古移設を進めていく立場に変わりはない」と改めて表明した。（2015/08/13-06:16）
沖縄知事、米軍の説明不足指摘　ヘリ墜落、再発防止要求
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　那覇空港で、記者団の質問に答える沖縄県の翁長雄志知事＝１３日午前
　沖縄県の翁長雄志知事は１３日、同県うるま市沖の米軍ヘリコプター墜落事故に関し「不透明な状況の中に沖縄が置かれている」と述べ、事故に関する米軍の説明不足を指摘、日米地位協定改定の必要性を訴えた。那覇市で記者団に語った。
　日米地位協定では在日米軍の事件・事故に関する米側の報告義務が規定されていない。
　翁長氏は「日本側が何も口を挟めない。厚い壁がある」と不満を表明。「県民の安心安全のために地位協定の改定を強く言わないといけない」と強調した。
　一方、沖縄県は同日、沖縄防衛局に対し、事故原因の究明と公表、再発防止を在日米軍に働き掛けるよう求める要請書を手渡した。
2015/08/13 12:58   【共同通信】
翁長知事「日米地位協定の改定を」
NHK　8月13日 16時21分
１２日に沖縄県うるま市の沖合で、アメリカ軍のヘリコプターが墜落した事故について、沖縄県の翁長知事は１３日、那覇市内で記者団に対し、「日米地位協定によって日本側が何も口を挟めない状況がある」と述べ、地位協定の改定を訴えていく考えを示しました。
この中で翁長知事は、アメリカ側から事故の詳細な情報が得られないとしたうえで、「日米地位協定によって日本側が何も口を挟めない状況がある。今のこういった日米安保体制のなかで、本当の意味で沖縄の問題が解決できるのかについては大変分厚い壁があると思うが、強く訴えていかないといけない」と述べました。
　そのうえで翁長知事は、沖縄国際大学にアメリカ軍のヘリコプターが墜落した事故から、１３日で１１年となることについて、「日米地位協定の壁の大きさを感じた事故だ。日米地位協定の壁のなかで、沖縄防衛局や外務省の沖縄担当大使が事態を把握しきれないなかで、不透明なまま沖縄県が置かれている状況が今日まで続いている。日米地位協定の改定やその意味合いをしっかりと捉えなければいけない」と述べました。 

「基地あるから事故起きる」　翁長知事「県外」重ねて訴え
東京新聞　2015年8月13日 朝刊
　米軍普天間（ふてんま）飛行場（沖縄県宜野湾（ぎのわん）市）移設に伴う名護市辺野古（へのこ）への新基地建設をめぐり、政府と県による集中協議の初会合として十二日、翁長雄志（おながたけし）知事と菅義偉（すがよしひで）官房長官が那覇市の県庁で会談した。翁長氏は、米軍ヘリコプターの墜落事故について「基地があるからそういうことが起きる。住んでいる人には、とても耐えられない」と述べ、事故を根絶するために米軍基地の県外移転を訴えた。県民は事故に反発しており、協議への影響は必至だ。　（後藤孝好）
　墜落事故は初会合の直前に発生した。会談の冒頭、翁長氏は「二時間ほど前に、Ｈ６０というヘリコプターが墜落した。やっぱり基地のそばに住んでいると、大変なことがある」と強調。住宅に囲まれて「世界一危険」とされる普天間飛行場の早期返還を含め、基地負担の軽減を求めた。
　国土面積の０・６％の沖縄県には、在日米軍専用施設の７３・８％が集中し、米軍機による事故が後を絶たない。
　米占領下の一九五九年六月、うるま市（当時は石川市）で宮森小学校に米軍ジェット戦闘機が墜落し、児童十一人を含む住民十七人が犠牲に。
 

	[image: image22.jpg]2002 4R EBHOR
T kRO I6 gz
88 ﬁ?g;mmsmm%@ﬁi

045 B8R HRREFITH O K|
BXDCHS3NEEE, iéa)\ffﬁﬁﬂ

6% 18 BEEBROR LICAFREROF S

?E?Ug)ﬁ@ﬁllg%i RELHBAR

O T ik
. RECADAE







　最近でも二〇〇四年八月、米海兵隊のＣＨ５３大型輸送ヘリが沖縄国際大の建物に衝突し、墜落して炎上。一三年八月には、米軍基地キャンプ・ハンセン（宜野座村など）内で、米空軍嘉手納（かでな）基地（嘉手納町など）所属のＨＨ６０救難ヘリが墜落、炎上するなど、県民は不安におびえながら暮らしている。
　翁長氏は会談で、関係市町村が十三日にもヘリ墜落事故について沖縄防衛局に抗議するとの見通しを示した上で「説明を求めても、（防衛局側は）『原因究明したい』とか『私たちも分からない』とか、しゃくし定規の、何の意味もない答えしか返ってこないだろう」と苦言。「それに時間を費やされる気持ちが分かるか」とも述べ、県民感情に寄り添わない政府の対応を批判した。
　菅氏は会談後、記者団に「事故は極めて遺憾」と強調しながら、「詳細は引き続き確認中で、現時点で確たることを申し上げることは控えたい」などと述べるにとどめた。
沖縄怒り「もう飛ぶな」　県、再発防止要求
東京新聞　2015年8月13日 夕刊
　米軍ヘリコプターの着艦失敗事故から一夜明けた十三日。この日は、宜野湾市の沖縄国際大に米軍ヘリが墜落、炎上した事故から十一年の節目に当たる。県民の不安や怒りは冷めず、「もう飛ばないで」などの声が上がり、県は原因究明や再発防止を米軍に強く働き掛けるよう、国に要請した。
　基地問題を担当する県の町田優（まさる）知事公室長は同日、防衛省、外務省の担当者を県庁に呼び、「米軍基地と隣り合わせの生活を余儀なくされている県民に大きな不安を与えるものだ」と指摘。「事故の状況について丁寧な説明が必要だ」と訴えた。午後には米軍にも申し入れを行う。
　米軍普天間飛行場移設先のキャンプ・シュワブ（名護市辺野古）のゲート前で、移設反対の座り込みを続ける市民団体代表の安次富（あしとみ）浩さん（６９）＝名護市＝は、普天間代替施設の建設について、「（米軍訓練施設が多い）沖縄本島北部は、ますます危険が広がる。辺野古移設に正当性はない」と声を強めた。
　三月から座り込みに加わった那覇市の宮城義弘さん（６９）も、「よりによって（翁長雄志（おながたけし））知事と（菅義偉（すがよしひで））官房長官の会談直前。これで事故がうやむやになるようなら、（日本）政府は存在する意味がない」と口をそろえた。
◆翁長知事「県民へ配慮ない」
　沖縄県の翁長雄志知事は十三日午前、沖縄本島沖での米陸軍ヘリコプター墜落事故で、オディエルノ米陸軍参謀総長が「一つの出来事で過剰反応はしない。残念だが事故は時々起きる」と発言したことに対し「当事者意識のない第三者的な考え方で、そこに生きている沖縄県民への思いや配慮が全くない」と批判した。那覇市で記者団に述べた。
　米側から墜落事故の詳しい情報提供がないことに関して、翁長氏は「日本が米軍のことに何も口を挟めない」と、米軍への基地関連施設の提供や日本での米兵らの権利などを定めた日米地位協定の問題点を指摘した。
米軍ヘリ墜落、訓練内容説明せず　沖縄県が再発防止申し入れ
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　米陸軍に事故の原因究明と再発防止、情報提供を申し入れ後、取材に答える沖縄県の町田優知事公室長＝１３日午後、沖縄県読谷村
　沖縄県の町田優知事公室長は１３日、読谷村の米陸軍トリイ通信施設を訪れ、うるま市沖の米軍ヘリコプター墜落事故の原因究明と再発防止、迅速な情報提供を申し入れた。町田氏によると、米陸軍側は安全対策を講じると回答したが、県が墜落時の訓練内容の説明を求めたのに対し「現時点では言えない」として言及を避けた。
　町田氏は申し入れ後、記者団に「基地と隣り合わせの生活をしている県民の不安を米軍は真剣に受け止めてほしい」と訴えた。2015/08/13 17:25   【共同通信】
ヘリ墜落　陸自が同乗も実態不明　阻む「地位協定の壁」
東京新聞　2015年8月14日 07時10分
　沖縄県うるま市で訓練中の米軍ヘリコプターが米艦船への着艦に失敗した墜落事故で、負傷した陸上自衛官二人は、陸上自衛隊の特殊部隊員で、米軍特殊部隊の訓練中の事故に巻き込まれた。事故の全体像が見えない中、沖縄県の翁長雄志（おながたけし）知事は十三日、「不透明な状況の中に沖縄が置かれている」と述べ、米軍側の説明不足を指摘、日米地位協定改定の必要性を訴えた。
◆米「特殊訓練」参加か研修か
　今回の訓練は、米陸軍トリイ通信施設（沖縄県読谷村）の特殊部隊「グリーン・ベレー」などが行った。武装勢力に乗っ取られた船にヘリで近づき、特殊部隊員がロープなどで降下、船を制圧するとの想定だった。ヘリは低空飛行中に船の甲板上のクレーンなどに接触して墜落したとみられる。
　ヘリに同乗し、負傷した二人は、陸自の「特殊作戦群（特戦群）」に所属。防衛省は「研修の一環として搭乗していた」と説明しているが、実際には訓練に参加していたのではないかと考える関係者も多い。
　二人は、ほか八人の特戦群隊員とともに今月一～十五日の日程で「研修」に参加していた。この「研修」は二〇〇九年度から毎年、米陸軍が実施している。
　特戦群はテロ・ゲリラ対処などを想定した部隊として〇四年に発足。〇七年には防衛相直轄の中央即応集団の傘下部隊となった。隊員のほとんどが空挺（くうてい）（パラシュート降下）とレンジャーの資格を保有している精鋭部隊だ。
　特戦群はグリーン・ベレーなどに教育訓練を受けて部隊の練度を向上させた。その後も共同訓練を継続して連携強化を図っているとされる。
　ある防衛省関係者は「米軍との訓練は各部隊レベルでは日常的にやっている」と話す。しかし「特殊部隊同士の訓練になると詳しいことは、身内でさえまったく分からないのが実情だ」と言葉を濁した。
　十二日の事故では乗員十七人のうち陸自隊員二人を含む七人が負傷。米軍は十三日午前、負傷者を六人と発表したが、同日午後に訂正した。
◆事件・事故 報告義務なし
　米軍ヘリコプター墜落事故で、翁長知事が十三日、日米地位協定の改定を訴えたのは、米軍に対する日本の法規制の適用が制限されているからだ。十一年前のこの日、沖縄国際大に米海兵隊の大型輸送ヘリが墜落し、米軍が大学構内を封鎖するなど地位協定の不平等さが指摘されたが、抜本的に改善されていない。
　翁長氏は十三日、米側から事故に関する詳しい情報提供がないとして「日米地位協定で、日本が何も口を挟めない状況がある」と指摘。「こういう中で、沖縄の基地問題を解決できるのかというと、大変厚い壁がある」と強調した。那覇市で記者団に語った。
　日米地位協定は、米国の基地使用を認めた日米安全保障条約に基づいて、在日米軍の円滑な行動を確保するため、米側への施設提供や日本での米兵らの権利などを規定。日本の法規制の適用は制限されている。
　二〇〇四年八月十三日に起きた沖縄国際大での米軍ヘリ墜落事故では、大学構内にもかかわらず、米軍が墜落した機体の残骸や破片の保護を理由に、立ち入りを規制。米軍は沖縄県警が求めた機体などの現場検証を拒否し、県などへの十分な説明も行わなかった。
　今回の事故でも、米軍は情報提供に後ろ向き。地位協定では在日米軍の事件・事故に関する米側の報告義務が規定されていないからだ。米兵らによる事件事故で、米側が「公務中」と判断すれば、米側に裁判権があると規定されている。
　地位協定に基づき、米軍機に航空法の適用を除外する特例法もある。安全基準や最低安全高度などの規制がかからず、垂直離着陸輸送機オスプレイなどの米軍機は市街地での低空飛行の訓練が可能だ。
　地位協定をめぐっては、沖縄県や神奈川県など米軍基地を抱える自治体は抜本改定を要求する。だが、日本政府は在日米軍基地の環境調査に関する補足協定の交渉を始めただけで、改定には及び腰だ。（後藤孝好）
米軍ヘリ同乗の自衛官は陸自特殊部隊所属
NHK　8月13日 14時20分
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１２日に沖縄本島の沖合で、アメリカ軍のヘリコプターが墜落した事故で、ヘリコプターに同乗していてけがをした自衛官２人は、ともに陸上自衛隊の特殊部隊、特殊作戦群の隊員だったことが分かりました。
１２日午後、沖縄本島中部にあるうるま市の東の沖合で、アメリカ陸軍のヘリコプターが墜落し、６人がけがをしました。
　防衛省は、けがをした６人のうち２人は陸上自衛隊中央即応集団の４０歳と３３歳の２等陸曹で、研修の一環で同乗していたと発表していますが、２人は、中央即応集団の中でもテロリストの制圧などが専門の特殊部隊、　　特殊作戦群の隊員だったことが、政府関係者への取材で分かりました。
　ヘリコプターは海賊に船が襲われたという想定で訓練していて、洋上の艦艇の上を低空で飛行中、甲板のクレーンに接触して墜落した可能性があり、アメリカ陸軍は特殊部隊による訓練中の事故で、アメリカ軍以外にも複数の国が参加していたと説明しています。一方、防衛省は、２人の研修の詳しい内容を明らかにしていません。 

やまぬ沖縄の米軍事故に怒りの声　ヘリ墜落炎上から１１年
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　沖縄国際大で開かれた集会で、米軍基地の危険性を訴えシュプレヒコールを上げる人たち＝１３日午後、沖縄県宜野湾市
　沖縄県宜野湾市の米軍普天間飛行場に隣接する沖縄国際大に２００４年、米軍ヘリコプターが墜落、炎上した事故から１３日、１１年を迎えた。１２日には米軍ヘリがうるま市沖に墜落する事故が起きたばかり。大学内の集会では「危険性は増すばかりだ」「沖縄は常に犠牲を強いられている」と、軽減されない基地負担に怒りの声が上がった。
　強い日差しが照りつける中の集会。大城保学長は１２日のヘリ事故に触れ「県民の不安と恐れ、憤りは募るばかりだ」とする声明を読み上げ、飛行場の即時閉鎖を求めた。
　同大学３年の板良敷彩さん（２１）は「事故の記憶を風化させてはいけない」と意見を表明。
2015/08/13 20:34   【共同通信】
「不安と恐れ、憤りは募るばかりだ」　米軍ヘリ墜落１１年、沖国大で集会
琉球新報　2015年8月13日 16:00  
　【宜野湾】米軍普天間飛行場のＣＨ５３Ｄ大型輸送ヘリコプターが宜野湾市の沖縄国際大学に墜落して１３日で１１年を迎え、同大学で事故発生時の午後２時ごろに合わせて「普天間基地から沖縄を考える集い」が開催された。
　大城保学長は「１２日も米軍ヘリの墜落事故が起こった。米軍用機が沖縄上空を飛行し続ける以上、墜落事故は県内のどこかで起こり得る。米軍基地があるがゆえに起こる事件に県民の不安と恐れ、憤りは募るばかりだ」と述べた。
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普天間飛行場の早期返還を訴える沖縄国際大の集会＝１３日午後２時ごろ、宜野湾市 

　一方、宜野湾市の佐喜真淳市長は記者会見し、普天間飛行場の危険性除去と早期返還を訴えた。佐喜真市長は１２日にうるま市沖で発生した米軍ヘリ墜落事故に触れ「写真や映像で大破した機体を見ると、市民は１１年前の墜落事故を思い出さずにはいられない。一日も早い返還に向けて取り組んでほしい」と話した【琉球新報電子版】
大学への米軍ヘリ墜落１１年で集会 沖縄
NHK　8月13日 17時53分
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沖縄のアメリカ普天間基地に隣接する沖縄国際大学に、アメリカ軍のヘリコプターが墜落して１１年となった１３日、大学で集会が開かれ、大城保学長は１２日起きたアメリカ軍のヘリコプターの墜落事故について、「県民の憤りは募るばかりだ」と述べ、基地の即時閉鎖や返還を改めて求めました。
沖縄県宜野湾市の沖縄国際大学では、１１年前の８月１３日、アメリカ軍普天間基地のヘリコプターが墜落して炎上し、周辺の住宅でも飛び取った破片で壁が突き破られるなどの被害が出ました。
　１３日に大学では事故を語り継ぐ集会が開かれ、大城学長は１２日にうるま市の沖合でアメリカ軍のヘリコプターが墜落した事故について、「県民の不安と恐れ、そして憤りは募るばかりだ」と述べました。そのうえで、「地域社会の平穏を脅かす普天間基地の固定化を認めることはできない」とする声明文を読み上げ、日米両政府に対し基地の即時閉鎖や返還を改めて求めました。
　このあと学生の代表がスピーチし、「沖縄では、これまでに何度も事故が起きているが、風化させてはいけない」と訴えました。
　当時、この大学の１年生だった中田未来さんは「きのうの事故などを考えると、現状は何も変わらないまま１１年たってしまったと思う。これからも毎年、集会に参加して事故を忘れないようにしたい」と話していました。 

辺野古協議：翁長知事との一問一答（全文）
沖縄タイムス　2015年8月12日 20:08 
菅官房長官との会談後、翁長雄志知事と記者団との一問一答は次の通り。 

記者　冒頭で、米軍ヘリが墜落したことに触れていた。危険性を改めて感じる日になったが、その受け止めは。また、今日の初会合はどのような事を菅官房長官に伝えたか。 

知事　昨日（の懇談で）沖縄の思い等を、原点みたいな話をさせてもらい、沖縄の思いは大変理解ができましたとの話も昨日はありました。今日は個別の話をするという風にしていたけれども、それは今日一日の時間としては十二分にできたのかなと思っております。ＵＨ６０とハワイに行った時のＭＶ２２について触れたのは、やはり、そういった形で視察をされて、日常的に、そういうことが行われていることについて、県民は向かい合っているんですよと、いうような事を今日（事故が）起きたときに、改めて申し上げるのは大変重要だろうと思って、いろいろ話をする前に、そのことに触れた。今日は両副知事も発言をされましたので、そういった形で始まったと思っています。 



普天間問題について会談する菅義偉官房長官（左）と翁長雄志知事（右から２人目））と＝１２日午後４時３２分、県庁
　私からすると、この議論はある意味で１カ月の中でやっていく議論ですから、やっぱりいろいろ今日まで結論めいた話を、平行線でやってきたわけですが、このことについてどう思われるかというようなこと、あるいは私はこう思っていると、いうことについて、時間いっぱい話しをさせてもらいました。その内容は、一つは、抑止力の問題も、私の方から改めて提起をさせてもらいました。一つの大きなものは、沖縄の１県にこれだけ米軍基地を押しつけておくと、日本全体で安全保障を守るという気概が、他の国に見えないので、むしろ抑止力からいうと、沖縄だけに頼るというのは、日米、日本の安全保障という意味でおかしいのではないかと、いうような話から、一つ一つ抑止力についての話しもさせてもらいました。この機動的、即応性、一体性。これが海兵隊が沖縄にいる理由だという形で防衛省も話をしておりましたから、その機動性、即応性、一体性というものが、この沖縄でなければならない理由にはなりませんよと、いうような事で、佐世保の事とか、いろいろ本土にある基地の話もしながら、それから、一体となってやるという意味でも、沖縄の海兵隊は揚陸艦がありませんので、こういったこと等もできないと。こういうのを大変詳しく話をさせてもらいました。 

　それから、ジョセフ・ナイさんとか、マイク・モチヅキさんなどが、「沖縄はもう近すぎて、中国の弾道ミサイルに耐えられない」と、こういう固定的な、要塞的な抑止力というのは、大変脆弱性があるというような話もされておりますから、そういった話もさせてもらってですね、沖縄はその意味からいうと、むしろ今日までの沖縄と言うよりも、これから以降はそういうリスクを伴うので、抑止力から言うと、もっと分散をして、やるべきではないかと、いうような話もさせてもらいました。 

　あとは森本発言とか、いろいろそれに関わっての話しもさせてもらいましたし、中谷防衛大臣の話とか。これを言うと長くなりますのでね。大体そんな話しもしながら、抑止力の話もですね、私の考え方を申し上げました。概してこれから言うこともそうですが、先ほど向こうにも質問したということでありますので、一定程度、お話が聞けたと思いますが。私が言うほどには、いや違うでしょう、こうでしょうといった話にはなりませんでした。（菅官房長官は）「思いはわかる」とか、言っていることは、どちらかというと聞き役にまわって、話をされておりました。私が言ったことを、県民の皆さま方にもしっかり伝えないといけませんから、私が言ったことを改めてもう一回やりたいと思います。 

　それから基地の負担軽減という意味でも、それから普天間の危険性除去、この２点についても違いを話をさせてもらいました。普天間の基地の世界一危険というものの除去が、原点だという話が今日までされていました。それに私はそれが原点ではありませんよと。戦後、普天間の住民がいない間に強制収容をされて、つくられた基地なんですよ、それが原点なんですよと。改めて、日米一緒ですから、自分が奪った基地が世界一危険になったから、老朽化したから、またお前たちに（新たな基地を）出せというのは、こんな理不尽なことはないんじゃないんですかと。こういうことをどう思います、というような話をしたら、昨日の（懇談で）沖縄と思いが乖離があったことを踏まえて、「原点がやっぱり違うんですね。私などは日米合意が原点になっておりますが、知事の場合には、そういうことになるので、その辺が今なかなか埋まらないんですね」というような話しをしておりました。 

　いずれにしても、そういうものをやる中で、基地負担軽減についても、よく嘉手納以南などは着々と進んでいると話をしますけれども、私がよく申し上げているように、たった０・７％しか縮小されないじゃないですかと。それから、嘉手納以南、いつ返されるかもわからんような書き方じゃないですかと。それから返されたとしても、７３・８が、７３・１％に、０・７％しか減らないじゃないですかと。それから防衛大臣も含めて、いろんな方々が、沖縄担当の委員会の委員長とか、中枢にいる政治家が沖縄に来ても、その話をしたら皆びっくりして、「嘉手納以南がこれだけ返っても、本当に０・７％しか減らないのか」「沖縄の面積の半分にもならないのか」というような質問をほとんど１００％、そういう返事ですよと。本土の政治家あるいは政府の方々もまったくご存じないんですかねというような話も私からさせてもらっています。これについても、（長官から）明確なものはございませんでした。あと、ＫＣ１３０。これも岩国に移転をしたということで、一つの成果として挙げられていますけれども、ＫＣ１３０は１５機岩国に行っておりますが、その時は普天間には６３機あった。だから１５減りましたから、４８機になった。ところがその後、攻撃用ヘリコプターと大型ヘリが１０機配備され、今５８機になってますよと。だからＫＣ１３０が岩国に移って、負担軽減しましたよと言うんですけれども、そのあと違う機種が１０機きて、こうなってると話をしたら、（長官は）「これは初めて聞いた。防衛大臣にも伝えておきます」というような話をされておりました。 

　それから地政学的な意味でも、沖縄に置いておくという意味からすると、冷戦構造時代、そして今中国が大変驚異だから、スクランブルが今までの２倍になっていると、だから沖縄に基地を置く必要があるんだというお話しをされている。 

　それから、積極的平和主義という意味では中東のホルムズ海峡まで視野に入れて、日本の集団的自衛権という中でも話し合われているという中では、それじゃ沖縄は中国ということだけじゃなくて、世界中を相手に基地を置かなきゃならんということになってるじゃないですかと。冷戦構造時代は今よりもずっと厳しい時代だったと思いますよと。それから今こういう時代になりましたけれども、その中でさらに基地を拡充していくことは、これはおかしいのではないかと。それから、ましてや中東までも視野に入れて、沖縄の基地があるということになると、これは県民からしたら昨日も申し上げたが、その思いの乖離が大きすぎて、とても耐えられない状況と思っていますということも話をしました。 

　細かい話になると、森本さんの著書の話とかジョセフ・ナイさんとか、マイクモチヅキさんとかマケインさんとかが話したことを紹介しながらの今の話でしたので、基地問題については個別的な形で私なりに踏み込んで話をしました。 

　そういう中で初めて聞いて、感じたこともたくさんあるんで、これからの会議の時には、ぜひその、どういう形になるか分からんけれども、構成メンバーにも時間をとって知事からしっかり話をしてもらえませんかということでしたので、どうなるかはまだ分かりませんが、そういった方向性も出てくるかと思っています。 

　概略はそういうことになります。 

　それから、官房長官からは今言ったように、原点が例えば危険性除去の日米合同委員会が原点と思っていたけれども、知事は強制接収されたのが原点だということで、ある意味では原点が違っていてここまできたんだということは感じたという話の中で、私だけではなく、おそらく閣僚のことだと思いますが、聞いてもらえるようにしたいですねという話でした。 

　そして、今日はＵＳＪ、あるは西普天間あるいはキャンプキンザーも見てきたので、その見てきた中でこういう問題も全力で解決、あるいは促進というか応援をしていきたいという話をしていました。 

　それについては大変ご苦労様ですという話をしました。 

記者　菅官房長官が感想で、普天間の原点の部分で大きな隔たりを感じたとおっしゃった。１カ月の協議の中でその隔たりをどう埋めるか。今後の協議はどういう順序で議論を組み立てるか。 

知事　ま、これからの問題はまたこれからですね、また僕も今日の話をちょっと整理をし、あるいは反省をし、あるいはこれが本当は言うべきだったなとか、いろいろあると思いますので、そういうことがありますから、これからはそういう風にしていきたいという風に思います。 

　隔たりは、今日お話しした中にも結局は日米合同委員会のことに日本政府がアメリカとの関係で迫られていることですので、沖縄の気持ちは伝わったのかなと、伝わってもそれに答えられない日本政府のものを少し感じましたけれども、これはしかし、そういった表現を菅さんがやったわけじゃないので、私がそうだろうと決めつけることはできませんが、私なりのものは沖縄の意見というものはなかなか今日まで聞く機会はなかったんだなぁと言うのが、内閣の皆さん方も私はあるのではないかと思っています。 

　よく普通に言う日本国民といいますか、そういう中では私もよくテレビに出ますし、いろんな発言もしているが、それについても、接する機会があまりないような印象を受けましたので、改めて、むしろ政治家の皆さん方に問いかけるようなことも必要なのかなと思いました。 

記者　隔たりを埋めるという中で、国と県も一定程度歩み寄る必要があるのではないかという議論になった場合、沖縄の歩み寄りとして、別の移設案を沖縄県内にということがよく浮上することがあるが。 

知事　先日大手の新聞の東京のシンポジウムでも話をしましたが、私たちは県外移設ということでしっかりと認識をもっていますので、どこそこと言われても、これは難しいと、できないということは伝えていますから、そういった問題を解決する時には、だから私はいつも原点は強制接収されたことなんですよと、自ら奪っておいて、またおまえたちが負担しろとか、それができなければ代替案を出せというのは、だから私は日本の政治の堕落と言っているじゃないですかというような話までしているので、その意味から言うと、沖縄県ではなく、その中で問題を解決してもらいたいということを言っています。 

記者　明日沖国大のヘリ墜落から１１年。きょうこのタイミングでヘリ事故が起きたことに対する受け止めを。 

知事　基地があるということはそういうことでありますし、それは政治的なゆがみとか、あるいは自由とか平等とか人権とか民主主義とかいうものをベースにしながら起こる事件事故ですから、確かに車での交通事故も日常的にあるわけですから、そういったこと等もいわゆる人が亡くなるという意味ではあるかもしれませんが、制度的な形で、こういうことが起こるということは、やはりそこに住んでいる人間からするととても耐えられないということになりますので、制度というかそういった構造にあるものの是正というものについて改めてやっていかないといけないことが一つと、これも官房長官に申し上げたが、そういったことがあって、あれですよと、たぶんあしたあさっては関係市町村がたぶん防衛局に行くと思いますと、抗議をしても返事は決まってますと。原因究明をしたいと、綱紀粛正云々の話をして、あとはまだ私たちには分かりませんということしか返って来ない中で、そこに時間を費やされる市町村長、あるいは私の気持ちが分かりますかと、待機児童とかいろんなことやらなきゃいけんのに、そういうことがあれば私たちは真っ先にそこに行って抗議をしたり、説明を求めたりする。ところがその説明たるや杓子定規の何の意味もないことしか返ってこない県民の気持ちというのが、昨日でいうある意味でみなさんとの思いがつながらないものにつながっているんですという話もしました。 

　割合、昨日を受けて、結構私からすると話をさせてもらった感じがしますが、菅さんが特にこれを拒否することではなくて、じっくり聞いて、原点は原点として話をしていたのが印象的なことでした。 

記者　官房長官からＵＳＪ、コリドー、キンザーの話があったということだが、具体的には。 

知事　具体的というほどではまったくないですね。向こうが説明をしたものに、ご苦労様と一言、私が申し上げただけです。 

記者　コリドーやキンザーの早期返還に取り組むということか。 

知事　見てきて、これからも解決に向けて頑張っていきたいという話をしましたので、ご苦労様でしたということを申し上げた。 

記者　負担軽減と辺野古移設の問題はリンクしてくるのか。 

知事　しないでしょ。これはもう前から言っているようにこれがするんだったら、元々が違う話で、ですから、ただ官房長官がそういった沖縄の振興にいろいろ力を尽くすというのは、これを私がそんなことは言うなとかそんな話ではないので。それは大変ご苦労様でしたということでやって、今言った基地の問題は私の思い、県民の気持ちをしっかり伝えました。 

記者　海兵隊の抑止力について、菅官房長官の反応は。 

知事　いや、防衛大臣にもよく言っとくので、防衛大臣１６日お見えになるのかな、私とお会いすることになっているので、防衛大臣に伝えておきますからということで、この件については防衛大臣と話しをしたいと思います。 

記者　前進と捉えているか。 

知事　これはあなた方で判断してください。
